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序     文 
 

ルワンダ共和国は、国家開発計画「Vision 2020」において、2020年の中進国入りを目標に、知識

集約型経済、科学技術を基盤とした経済をめざす姿勢を打ち出しています。特に、科学技術分野

の人材育成のために教育開発を重視しており、その基礎をつくるものとして理数科教育の強化を

提唱しています。 

一方、教員の質の向上が教育セクターにおける喫緊の課題とされており、特に中等教員に関し

てはその約半数が無資格教員という状況にあることから、現職教員研修を通じた教員の継続的な

職能開発が必要となっています。 

このようななか、ルワンダ共和国政府からわが国に対し、現職教員研修を通じて中等理数科教

員の教授能力向上を図る技術協力プロジェクトが要請され、2008年2月より技術協力プロジェクト

「中等理数科教育強化プロジェクト」が開始されました。 

2011年1月にプロジェクト終了を控え、ルワンダ共和国側と共同でこれまでの実績と実施プロセ

スを整理し、OECD開発援助委員会（DAC）の評価5項目に沿ってプロジェクトの評価を行うこと

を目的に、2010年8月、9月に終了時評価調査が実施されました。 

本報告書は、同調査の結果を取りまとめたものであり、今後の本プロジェクトの実施及び類似

案件の形成にあたって活用されることを願います。 

ここに、本終了時評価調査の実施にご協力いただいた内外の関係者の方々にあらためて深い謝

意を表するとともに、引き続き一層のご支援をお願いする次第です。 

 

平成23年1月 

 

独立行政法人国際協力機構 

人間開発部長 萱島 信子 
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終了時評価調査結果要約表 
 

１．案件の概要 

国名：ルワンダ共和国 案件名：中等理数科教育強化プロジェクト 

分野：教育（中等教育） 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：人間開発部基礎教育第二課 協力金額（2010年10月時点）：約124百万円 

協力期間 （R/D）：2008/2/1～2011/1/31 先方関係機関：教育省、教員サービス委員会 

１－１ 協力の背景と概要 

ルワンダ共和国（以下、「ルワンダ国」と記す）は科学技術人材育成による社会・経済開発を

めざしていることから、教育セクターを政府最重点セクターの一つと位置づけている。また、

理数科教育を科学技術発展の基礎をつくるものとして位置づけ、全教育レベルでの理数科強化

を提唱している。一方で、「教員の質向上」も喫緊の課題とされており、特に中等教員に関して

はその約半数は無資格教員であることから、現職教員研修（In-Service Education and Training：

INSET）の実施を通じた教員の能力強化が求められている。 

このような背景のもと、わが国がケニア国をはじめアフリカにおいて理数科現職教員研修に

かかる協力経験をもつことから、現職教員研修の実施を通じた中等理数科教員の教授能力が向

上することを目的とした技術協力が要請された。これを受け、2007年2月と8月にプロジェクト

形成のための調査が実施され、2008年2月からの3年間を協力期間として本プロジェクトが開始

された。 

１－２ 協力内容 

本プロジェクトは、現職教員研修の実施を通じて、中等理数科教員の教授能力の向上、特に

生徒中心型授業の実践能力の向上をめざしている。また、本プロジェクトでは、めざすべき生

徒中心型授業を示すスローガンとして「ASEI-PDSI」（Activity, Student-centered, Experiment, 

Improvisation-Plan, Do, See, Improvement）を掲げている。 

 

 （1）上位目標 

中等理数科において学習の質が向上する。 

 

 （2）プロジェクト目標 

現職教員研修によって中等理数科教員の教授能力が向上する。 

 

 （3）成 果 

成果1：現職教員研修を実施するための組織体制が構築される。 

成果2：研修センターが設立される。 

成果3：地方研修講師を対象とした中央研修及び一般教員を対象とした地方研修が実施さ

れ、評価される。 

成果4：現職教員研修の支援体制が強化される。 

 

 （4）投 入（評価時点） 

日本側： 

・長期専門家派遣     2名  ・機材供与      約10,915千円 

・短期専門家派遣     19名  ・ローカルコスト負担 約42,370千円 

・研修員受入（第三国研修含む）52名 その他 
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ルワンダ側： 

・カウンターパート配置 10名（TSC職員2名、中央研修講師8名） 

・プロジェクト事務所及び長期専門家執務スペース 

・中央・地方研修センター（11センター） 

・ローカルコスト負担 約648,560千RWF（約108,093千円） 

 〔中央・地方研修の経費（食事代、日当、講師謝金など）〕 

 

２．評価調査団の概要 

 担当分野 氏 名 所  属 

調査者 総括/団長 

協力企画 

評価分析 

丹原 一広 

徳田 真人 

長谷川 安代

JICA人間開発部基礎教育第二課 課長 

JICA人間開発部基礎教育第二課 職員 

合同会社適材適所 研究員 

調査期間 2010年8月23日〜2010年9月10日 評価種類：終了時評価 

３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 

 （1）成 果 

成果1：現職教員研修を実施するための組織体制が構築される。 

現職教員研修を実施するための組織体制はある程度構築されたものの、地方研修にかか

る組織体制を更に強化する必要がある。プロジェクトではDistrictレベルでのINSET委員会

（INSET Committee）の設置をめざしている。 

 

成果2：研修センターが設立される。 

中央・地方共に既存の施設を活用した研修センターが予定どおり設立された。 

 

成果3：地方研修講師を対象とした中央研修及び一般教員を対象とした地方研修が実施及

び評価される。 

研修教材の開発、中央・地方研修の実施、モニタリング・評価ツールの開発などは、多

少の遅れはあるもののおおむね予定どおり実施されており、成果も達成されつつある。他

方、中央研修の受講者が第1回目と第2回目で一部異なる、評価結果の分析が未了な点があ

るなどの限界も残る。 

 

成果4：現職教員研修の支援体制が強化される。 

ニュースレターの発行や啓発ワークショップの開催にかかる指標は予定どおり達成され

ている。 

 

 （2）プロジェクト目標 

現職教員研修によって中等理数科教員の教授能力が向上する。 

第2回インパクト調査時（2010年6月）における教員の生徒中心型授業の実践度（ASEI-PDSI

値：0-4の5段階）の平均値は1.8となっており、ベースライン調査時（2008年5月）の1.3から

向上している。目標値の2.5には達していないものの、インタビューや質問票から中等理数

科教員の教授能力が向上していることが確認された。なお、第2回インパクト調査時の結果

が第1回インパクト調査（2009年6月）時の2.0から低下している点については、研修を経て

評価者の視点が厳しくなったこと及び、調査時の授業で扱われた単元が実験やグループ活
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動といった参加型手法を必要としないものであったなどの要因が想定される。 

 

 （3）上位目標 

中等理数科において学習の質が向上する。 

上位目標の達成度を定量的に測る指標は設定されていないものの、インタビューや質問

票を通して、「生徒がより積極的に質問するようになった」など関係者が生徒の態度変化を

実感していることが確認された。 

 

３－２ 評価結果の要約 

 （1）妥当性： 

本プロジェクトはルワンダの中等理数科教員のニーズに応えており、ルワンダの開発政

策（Vision2020、EDPRS）や教育セクター戦略計画（Education Sector Strategic Plan：ESSP）

の方向性との整合性も確認される。また、日本政府の対ルワンダ援助政策における重点分野

や、持続可能な開発に関する世界首脳会議（WSSD）や第4回アフリカ開発会議（TICAD IV）

における日本政府の公約とも合致しており、妥当性は非常に高い。さらに、理数科教育技

術支援における日本のこれまでの経験も効果的に活用しており、手段としての適切性も認

められる。 

 

 （2）有効性 

上記3-1実績の確認の「プロジェクト目標」の項で示したとおり、ASEI-PDSI値の平均は

向上している。目標値には達していないものの、終了時評価を通じて、教員の理数科教授

能力の向上が確認された。4つの成果はすべてプロジェクト目標の達成に貢献しているが、

モニタリング/フォローアップ体制の強化が成果に含まれることで、プロジェクト目標達成

の促進が期待される。教員の離職率が高いとされること、教員を取り巻く状況（各学校の

教材/機材/実験室の整備状況等）が各教員のASEI-PDSIの実践を制約する要因となり得るこ

とが、プロジェクト目標達成の阻害要因となり得る。 

 

 （3）効率性 

前述3-1実績の確認の「成果」の項で示したとおり、成果1は達成の途上にあり、District

レベルでの組織体制を更に強化する必要がある。成果2～4は、プロジェクト・デザイン・

マトリックス（PDM）の指標によると計画どおり達成されてきている。また、プロジェク

トで開発されたモニタリング・評価ツールの活用に課題があったこと、中央研修講師が再

選定された際に導入研修が実施されなかったことなどが、成果の達成に影響を及ぼしてい

る。他方、プロジェクトは既存の学校を研修センターとして利用したり、理数科教育強化

アフリカ域内ネットワーク（SMASE-WECSA)1からの技術支援を得たりしており、こうし

たことがプロジェクトの効率性に貢献している。 

 

 （4）インパクト 

終了時評価時点において、上位目標の達成度を予測することは困難であるが、生徒が授

業中により多くの質問をするようになったなど、生徒の態度の変化も確認された。PDM上

では、上位目標の達成度を測るための客観的な指標が設定されていないが、生徒の態度の

                                                        
1 アフリカ理数科教育強化ネットワーク（Strengthening of Mathematics and Science Education–Western, Eastern, Central, Southern 

Africa）：アフリカ域内各国における理数科教育の振興及び域内連携の促進を目的として設立された域内ネットワーク。 
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変化を継続的にフォローすることが望ましい。上位目標を達成するためには、現職教員研

修を受講した理数科教員が教室内でASEI-PDSIを実践する必要があり、ASEI-PDSIの実践を

フォローするシステムの強化が、上位目標の達成を測るうえで重要である。他方で、プロ

ジェクトは正の波及効果ももたらしており、教育省/教員サービス委員会主導で、プロジェ

クトで開発した研修教材を用いた追加的な教員研修が実施されたり、理数科教育振興のた

めのサイエンスフェアが開催されたりしている。こうした点においてインパクトは高く評

価できる。 

 

 （5）自立発展性 

教育セクター戦略計画（ESSP）2010～2015の中で「科学・技術教育の強化」が優先分野

の一つとして位置づけられており、教育省の中での現職教員研修や理数科教育に対する認

識も高い。現職教員研修を実施するための組織能力は構築されつつあるが、契約ベースの

個人が実施体制における重要な役割を担っているなど組織面での課題も残る。財政面では、

教員サービス委員会が中等理数科教員を対象とした現職教員研修継続のための予算を2012

年度分まで確保しており、財政面での自立発展性については高く評価できる。他方、技術

面では、中央研修講師が今後も継続的に教材開発を担う場合には更なる技術支援が必要で

あろう。 

 

３－３ 効果発現に貢献した要因 

 （1）計画内容に関すること 

・現職教員研修におけるカスケード方式の適用など、プロジェクトの計画段階において、

過去の理数科支援の教訓が生かされた。 

・SMASE-WECSAからの技術支援を組み入れていたことが、プロジェクトの効率的な実施

につながった。 

 

 （2）実施プロセスに関すること 

・時宜を得たSMASE-WECSAからの技術支援が効率的な成果の達成に貢献した。 

・プロジェクトは啓発ワークショップを開催し、関係者の巻き込みに努めた。こうした取

り組みがプロジェクトの円滑な実施に貢献した。 

・ 個人ベースの契約ではあるものの、教材開発やインパクト調査時にキガリ教育学院

（Kigali Institute of Education：KIE）の教官や視学の協力を得た。このことは、成果物の

質の確保につながった。 

・ ルワンダ側教育省/教員サービス委員会は現職教員研修や理数科教育の重要性を強く認識

している。このことは研修実施のための予算の確保やプロジェクト活動実施における教

育省からの支援につながった。 

 

３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 

 （1）計画内容に関すること 

・研修受講後の教員の授業実践をフォローするためのシステムの構築が組み込まれていれ

ば、プロジェクト目標及び上位目標の達成が更に促進されたであろう。 

 

 （2）実施プロセスに関すること 

・ プロジェクト開始後にルワンダの教育言語が英語に変更となった。この結果、研修教材

の英語への改訂や中央研修講師の再選定を余儀なくされた。 

・プロジェクト期間中にルワンダの会計年度が変更となり、このことが理由で第2回中央研
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修の実施時期が遅れた。 

・プロジェクト実施期間中、中央研修・地方研修講師が継続して業務を担わなかったこと

が、技術移転の進捗や成果の発現に影響を及ぼした。 

 

３－５ 結 論 

ルワンダ・日本国側双方の努力により、プロジェクトは成功裡に実施されてきている。プロ

ジェクトはルワンダの開発政策やルワンダの理数科教員のニーズと合致したものであった。理

数科教員の教室でのASEI-PDSIの実践を容易にするフォローアップ/モニタリング体制が強化さ

れることで、プロジェクト目標を達成する可能性は高いと予想される。さらに、理数科教員が

教室内でASEI-PDSIを実践し続けることで、理数科における授業の質も向上すると予想される。

プロジェクトの効果を持続させるためには、現職教員研修実施体制強化に向けての更なる努力

が必要とされる。 

 

３－６ 提言（当該プロジェクトに関する具体的な措置、提案、助言） 

 （1）短期的提言 （プロジェクト終了までに取られるべき措置） 

・ Districtレベルでの実施体制の強化：INSET委員会のメンバー構成や役割を明確にし、それ

らを関係者で共有したうえで、設置までの計画を策定する。 

・ 地方研修実施後のフォローアップ/モニタリングの強化：第3回目の現職教員研修運営ワー

クショップのテーマにフォローアップ/モニタリングに関する事項を加える。 

・ 地方研修講師間でのネットワークの構築：第3回中央研修時に地方研修講師のリストを作

成し、配布する。 

・ 第3回中央・地方研修でのASEI-PDSIの復習：第3回中央・地方研修で、ASEI-PDSIを復習

するためのセッションを設ける。 

・ 理数科教員を対象とした現職教員研修のプロジェクト終了後の詳細な実施運営計画の策

定：プロジェクト終了後の具体的な実施運営計画を策定する。 

 

 （2）中長期的提言 （プロジェクト終了後に取られるべき措置） 

・ 持続可能な現職教員研修実施体制の構築とその認証：関連機関〔KIE、視学官事務所（GIE）、

国家カリキュラム開発センター（NCDC）、群教育担当官（DEO）等〕の現職教員研修実

施における役割と責任を明確にして、これらの機関との連携を強化する。さらには、新

たな実施体制が教育省による認証を受ける。 

・ 研修対象となる教員・スケジュール・トピックの再検討：研修対象となる教員、研修の

実施時期、A2教員2に対するトピックなどを再検討する。 

・ SMASSE研修の資格化：研修受講実績が昇給基準や遠隔教育の単位の一つとして認めら

れるなど、SMASSE研修がルワンダの教員資格制度の中に組み込まれるよう、その可能性

について検討する。 

・ ルワンダの状況に沿った形での評価ツールの改良：評価ツールが効果的に活用されるよ

うにルワンダの状況に沿った形に評価ツールを改良する。 

 

 

                                                        
2 ルワンダの中等教育で教えるためには、短大・4年制大学の卒業資格（A0, A1資格）が必要であるが、実際には教員数が少な

いため、中等教育卒業資格（A2資格）の教員も数多く存在する。このA2資格の教員は、A0/A1資格の教員に比べて科目内容

や教授法の知識がなく、また進学等のため離職する率も高い。 
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３－７ 教訓（当該プロジェクトから導き出された他の類似プロジェクトの発掘・形成、実施、

運営管理に参考となる事柄） 

・SMASE-WECSAとの緊密な関係は、活動の実施を促進するとともに、プロジェクトの効率性

にも貢献した。 

・第三国研修への参加は、中央研修講師の技術力を高めるのみならず、モチベーションやプロ

ジェクトに対するオーナーシップの向上にもつながった。 

 

３－８ フォローアップ状況 

 現時点では特になし。 
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Summary of Terminal Evaluation 

I. Outline of the Project 

Country：Republic of Rwanda Project title：Strengthening Mathematics and Science 
in Secondary Education (SMASSE Rwanda) 

Issue/Sector：Education (Secondary Education) Cooperation scheme：Technical Cooperation Project

Division in charge ： Human Development
Dept. Basic Education Division 2 

Total cost：Approx. 124 million yen 

Partner Country’s Implementing Organization：
Ministry of Education (MINEDUC) / Teacher Service 
Commission (TSC) 

 
Period of 
Cooperation 

(R/D): Feb. 1, 2008 – Jan. 31, 2011 
 

Supporting Organization in Japan：- 

Related Cooperation：SMASE-WECSA 

１ Background of the Project 
Rwanda aims at the social and economic development based on the fostering of human resources in 

science and technology and identifies the education sector as one of the critical priorities. Concerning the 
mathematics and science (M/S) education, it is considered as the basis of the development of science and 
technology and the Government emphasizes the promotion of mathematics and science at all educational 
levels. In addition, “Improvement of the quality of teachers” is another critical priority of the 
Government. Especially, in terms of the secondary teachers, about half of them are unqualified, and their 
capacity development through in service training (INSET) is in need.  
 Taking this background and Japan’s experience of cooperation in Kenya and other African countries 
relating to the INSET for mathematics and science teachers into consideration, a technical cooperation 
which aims to improve the ability of the teachers to teach mathematics and science through INSET was 
requested. Japan then sent the preparatory mission in February and August, 2007 and the Project was 
launched in February 2008 with the expected duration of 3 years.  
  
２ Project Overview 
（１）Overall Goal 
     The quality of learning in secondary mathematics and science is strengthened. 
（２）Project Purpose 
     Ability of teachers to teach mathematics and science is improved through INSET in  

secondary schools. 
（３）Outputs 
     Output 1: The bodies / units to implement INSET are established. 
     Output 2: INSET Centres are established. 
     Output 3: National INSET for Trainers and INSET for mathematics and science  

teachers are conducted and assessed.  
     Output 4: Supporting system for INSET is strengthened.  
（４）Inputs 

Japanese side： 
Long-term Expert    2 experts Equipment  Approx. 10,915,000Yen 
Short-term Expert   19 experts 
(*including expert from 3rd countries) Local cost   Approx. 42,370,000 Yen 
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Trainees received    52 trainees Others    
    (*including training in 3rd countries)            Total Cost  Approx. 124 million yen - 
 

Rwanda‘s Side： 
Counterpart   10 people (*2 people from TSC and 8 Core Trainers) 
Equipment  - 
Land and Facilities  Office space for the Japanese expert, Project space for the Core  

Trainers, 11 INSET centres          
Local Cost     Approx. 108,093, 000Yen 
Others   
 

II. Evaluation Team 

Members of 
Evaluation 
Team 
 

Leader:  Kazuhiro TAMBARA (Mr.), Director, Basic Education Division II,  
Human Development Department, JICA 

Cooperation Planning:  Masato TOKUDA (Mr.), Program officer, Basic  
Education Division II, Human Development Department, JICA 

Evaluation Analysis:  Yasuyo HASEGAWA (Ms.), Consultant,  
Tekizaitekisho, LLC. 

Period of 
Evaluation 

 23/ 08/ 2010~ 10/ 09/ 2010 Type of Evaluation：Terminal Evaluation

III. Results of Evaluation 

１ Summary of Project Performance 
（１）Outputs 
[Output 1] 
 TOR of (District) Trainers for INSET was set in Preparatory Study of the Project, and 88 (District) 

Trainers were selected after the 1st National INSET. However, some DTs left the job since then, and 
new DTs were recruited. Therefore, experiences of attending at National INSETs and conducting 
District INSETs as a trainer vary among DTs. For example, among 80 Trainers who conducted the 
latest District INSET in July 2010, 10 out of them did not take part in any National INSET. For 
details, refer to ANNEX 1 (1-5. (C) District Trainers). [Indicator1-1] 

 Training for Core Trainer is being carried out through trainings in third countries. Among 8 Core 
Trainers who are working as Core Trainers at the time of final evaluation, 7 have already gotten the 
training in third countries. [Indicator1-2] 

 Administration structure is still in process of being improved; especially it is in need to set the 
INSET Committee at the District level. [Indicator 1-3] 

[Output 2] 
 Lycée de Kigali was decided as National INSET Centre by MINEDUC. Laboratory equipments 

needed for the Project were procured and the National INSET Centre was equipped for National 
INSET. [Indicator 2-1] 

 11 INSET Centres, which includes Lycée de Kigali, were decided by MINEDUC. Laboratory 
equipments needed for the Project were procured and all 11 INSET Centres were equipped for 
District INSET. [Indicator 2-2] 

[Output 3] 
 It is projected that teachers would be trained as Trainers through the participation of National 

INSET, but there is no clear indicator fixed to measure the level of achievement. The 1st National 
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INSET was conducted at KIE in November 2008, and 102 teachers participated in it. The 2nd

National INSET was conducted at Lycée de Kigali in November 2009, and 79 teachers participated 
in it. 11 out of them were the Trainers who did not participate in the 1st National INSET. [Indicator 
3-1] 

 9 training manuals were already developed;  
-For the 1st cycle: Manual for General Session, Mathematics, Biology, Chemistry and Physics. For 
the 2nd cycle: Manual for Mathematics, Biology, Chemistry and Physics. (General session was 
included at the beginning of the each subject’s manual)  

-4 more manuals (Mathematics, Biology, Chemistry, and Physics including general session at the 
beginning of the each subject’s manual) are being prepared by Core Trainers under supervision of 
lectures of KIE. [Indicator 3-2] 

 The M&E tool for class observation and teachers, students and school administrators and the 
evaluation tool for the INSET were developed. The former was used in Baseline survey, and the 1st

and 2nd Impact survey. The latter was used in the 1st and 2nd National and District INSETs. However, 
the analysis is not yet finished for the 2nd National and District INSETs. [Indicator 3-3] 

 In December 2008, the 1st INSET for mathematics and science teachers (A0-A2) was conducted at 
11 district INSET centres and 1,819 teachers participated in it. In November/December 2009, the 2nd

INSET for mathematics and science teachers (A0/A1 holders) was conducted at 7 district INSET 
centres and 993 teachers participated in it. In July/August 2010, the 2nd INSET for mathematics and 
science teachers (A2 holders) was conducted at 10 district INSET centres and 2,560 teachers 
participated in it. [Indicator 3-4] 

 However, no clear indicator to measure the achievement level of participants after the each INSET 
was set in the PDM.  

[Output 4] 
 2 newsletters were already published; the one in March 2009 and the other in May 2010. The 3rd

newsletter will be published by the end of the Project. [Indicator 4-1] 
 Sensitization/advocacy workshop targeted to Head Masters of the District INSET and DEOs was 

conducted on October 27, 2008, May 24 and July 22-23, 2010. INSET management workshops for 
relevant Province and District officials were held on October 27, 2008 and November 6, 2009. 
[Indicator 4-2] 

（２）Project Purpose 
 The 2nd Impact survey showed that the average score of ASEI-PDSI aspects after the 2nd INSET 

(A0/A1) was 1.8, which was improved from the Baseline survey (1.3) but decreased from the 1st

Impact survey (2.0). However, in the interview/questionnaire, all respondents answered that 
teachers’ ability to teach M&S was improved through INSET, because INSET gave them chance to 
deepen their knowledge on subjects and learn the methodology of teaching M&S. 

 It is possible that the way of conducting the survey, such as views of evaluators or selection of the 
lessons observed, may influence the score of ASEI-PDSI aspects. 

（３）Overall Goal 
 No objectively verifiable indicator was set to measure the achievement of the Overall Goal. 
 Some positive signs of improvement of the quality of learning in secondary mathematics and 

science were found. For example, in the questionnaire/interview, many respondents answered that 
more students are interested in the contents of the lesson and ask questions actively in class. 

 The 2nd Impact Survey turns out that learners are satisfied with the way they benefit from teachers’ 
explanations: more group work on the expense of individual work. 
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２ Summary of Evaluation Results 
（１）Relevance 
 The Project answers the needs of Rwandan M&S teachers at secondary level and it is consistent with 
Rwandan Development Policy (Vision 2020, EDPRS) and Education Sector Strategic Plan. It is also in 
line with the priority sector of the Japanese aid policy to Rwanda and the Japanese commitment in 
WSSD (World Summit on Sustainable Development) and TICAD (Tokyo International Conference on 
Africa Development) IV. Therefore the relevance of the Project is very high.  Furthermore, the Project is 
suitable as a means, for the Project makes good use of the Japanese past experiences of the technical 
cooperation in the field of M/S education.  
 
（２）Effectiveness 
 The average score of ASEI-PDSI (Activity, Student-centered, Experiment, Improvisation – Plan, Do, 
See, Improvement) aspects, which is set as the indicator on the achievement of  Project Purpose, did not 
reach the target. On the other hand, the 2nd Impact survey and interviews turned out that teacher’s ability 
to teach M&S was certainly improved. All the 4 Outputs are contributing to the achievement of Project 
Purpose, but it is expected that the achievement of Project Purpose will be further accelerated, if the 
establishment of the follow-up or monitoring system is included as a component of the Project. As well 
as high turnover ratio of the teachers, teaching environments such as sufficiency of 
materials/equipments/laboratory will have some influence on teachers’ applying   ASEI-PDSI in 
practice might be the inhibiting factors for the achievement of Project Purpose.  
 
（３）Efficiency 
 Output 1 is not sufficiently produced yet and the administration structure at the District level needs to 
be further strengthened. According to the indicators set in PDM (Project Design Matrix), Outputs 2-4 
have been produced as planned, but the indicators for Output 3 and 4 are not clear enough to show the 
achievement of these Outputs. The fact that the monitoring/evaluation tools developed in the Project 
were not utilized sufficiently and that the initial training for newly selected Core Trainers was not 
conducted influenced the production of Outputs. On the other hand, the Project used existing schools as 
INSET centres and made the best use of SMASE-WECSA (Strengthening of Mathematics and Science 
Education – Western, Eastern, Central, and Southern Africa)1 support, which contributed the efficiency 
of the Project. 
 
（４）Impact 
 It is difficult to estimate the degree of the achievement of Overall Goal at the time of the terminal 
evaluation, but there has been observation that students’ attitudes changed, like students start to ask more 
questions in class. No objectively verifiable indicator to measure the achievement of Overall Goal is set 
in PDM, but it is necessary to set objective indicators to follow the change in students’ attitudes 
continuously. In order to achieve Overall Goal, it is required that trained teachers continue practicing 
ASEI-PDSI in class. Therefore, lack of the following system to encourage teachers to utilize ASEI-PDSI 
can be a factor that inhibits the achievement of Overall Goal. In terms of the positive ripple effects, 
MINEDUC/TSC conducted additional INSET using 1st cycle modules of the Project and also organized 
the Science Fair. In this respect, the impact of the Project can be judged high.  

                                                 
1 SMASE-WECSA is a network among African countries which aims at promoting M/S education and supporting regional 
cooperation of this field in Africa. 
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（５）Sustainability 
 ESSP 2010-2015 includes “Strengthening of education in science and technology” as one of the 
priorities for the education sector and MINEDUC is strongly recognizing the importance of mathematics 
and science education. The organizational capacity to implement INSET is being developed, but the 
weakness still remains as the contract-based individuals are playing key roles in the implementation 
structure. Concerning the financial aspect, the sustainability is very high, for TSC secures the budget to 
continue INSET for secondary M/S teachers up to year 2012. On the other hand, in terms of the technical 
aspect, further technical assistance might be needed when Core Trainers will continuously bear the role 
of module development.  
 

２．Factors that promoted realization of effects 
（１）Factors concerning to Planning 
- Lessons from the past cooperation in M/S education, such as application of the cascade system in 
INSET, were made the best use of in the planning of the Project. 
- Having put the technical support from SMASE-WECSA in the design of the Project led to efficient 
execution of the Project. 
 
（２）Factors concerning to the Implementation Process 
- Timely technical support from SMASE-WECSA contributed to the efficient production of the Outputs.
- The Project organized sensitization workshops and tried to involve stakeholders in the Project. These 
efforts contributed to the smooth execution of the Activities. 
- The Project collaborated with lecturers of Kigali Institute of Education (KIE) and inspectors when 
developing modules or conducting Impact surveys, though it was based on the contract with an 
individual. This led to assuring the quality of the products. 
- MINEDUC/TSC is strongly recognizing the importance of INSET and M/S education. This led to the 
support from MINEDUC to secure the budget for the training and to execute the Project activities.  
 
３．Factors that impeded realization of effects  
（１）Factors concerning to Planning 
- Achievement of the Overall Goal and the Project Purpose might be further accelerated if the 
establishment of the follow-up or monitoring system that helps M/S teachers to bring the approach into 
practice is included as a component of the Project. 
 
（２）Factors concerning to the Implementation Process 
- Language of education in Rwanda changed to English after the Project had begun. As a result, 

translation of the modules and reselection of the Core Trainers were needed. 
- Fiscal year of Rwanda changed during the Project period, which caused the delay of the 2nd National 

INSET.  
- Core Trainers and Trainers did not carry their role continuously during the whole period of the Project, 

which influenced the progress of the capacity development and the production of the results.  
 
４．Conclusion 

Thanks to the efforts from both Rwandan and Japanese sides, the Project has been implemented 
successfully. The Project is in line with the Rwandan development priority and answers the needs of 
Rwandan M/S teachers. The prospect to achieve the Project Purpose is high if the follow-up or
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monitoring system that helps teachers to bring the approach into practice is further enhanced.  It is also 
expected that the quality of learning in secondary M/S will be improved as far as M/S teachers continue 
to utilize the ASEI-PDSI approach in practice. In order to sustain the effects of the Project, further efforts 
are needed to modify and enhance the INSET Implementation Structure. 
 
５．Recommendations 
(1) Short-term recommendations (to be done within the Project) 
- Enforcement of the District level structure: To define the structure and mandate of the INSET 
committee and make its implementation plan. 

- Enforcement of the follow-up/monitoring after the District INSET: To include the follow-up/monitoring 
issues as one of the topics of the 3rd INSET sensitization/ management workshop. 

- Establishment of the Network among the District Trainers: To make the list of District Trainers at the
3rd National INSET and distribute it to them. 

- Revision of ASEI-PDSI concept at the 3rd National and District INSET: To include the session to review 
ASEI-PDSI at the 3rd National and District INSET. 

- Elaboration of the detailed plan of operation to implement INSET for M/S teachers after the Project: To 
elaborate the detailed plan of operation after the Project. 

 
(2) Mid to long-term recommendation (to be done after the Project) 
- Establishment of the solid and sustainable INSET Implementation Structure and its validation: To 

clarify the role and responsibility of related organizations such as KIE, General Inspectorate of 
Education (GIE), National Curriculum Development Center (NCDC), or District Education Officer 
(DEO )and enforce their collaboration. Furthermore to validate INSET Implementation Structure. 

- Reconsideration of the targeted teachers, schedule and topic: To reconsider the targeted teachers of the 
training, schedule, and the topic for A2 teachers. 

- Certification of the SMASSE training: To consider the possibility to place SMASSE training as a part 
of the teacher’s qualification system, such as to include the certificate of the SMASSE training as one of 
the criteria for promotion or accept it as one of the unit of the distance training. 

- Modification and contextualization of the evaluation tool: To modify the evaluation tools to fit to the 
Rwandan context so that they will be utilized effectively. 

 
６．Lessons Learned 
- Close relationship with SMASE-WECSA facilitated the implementation of activities and contributed to 

the cost-effectiveness of the Project. 
- Training in the third countries was useful not only to enhance the skills of Core Trainers, but also to 

increase their motivation. Furthermore, it increased their ownership in the Project. 
 
７．Follow-up Situation 
     N/A  
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第１章 終了時評価調査の概要 
 

１－１ 調査団派遣の経緯と目的 

JICAはルワンダ共和国（以下、「ルワンダ国」と記す）からの要請を受けて、2008年2月より技

術協力プロジェクト「中等理数科教育強化プロジェクト」を実施している。今般、2011年1月にプ

ロジェクトの終了を迎えるにあたり、終了時評価調査を実施することとした。 

本調査では、プロジェクトのこれまでの実績と実施プロセスを整理し、OECD開発援助委員会

（Development Assistance Committee：DAC）の5項目評価による評価を実施するとともに、ルワン

ダ側と評価結果について協議を行った。 

 

１－２ 調査団の構成 

担当分野 氏 名 所  属 現地派遣期間

総括/団長 丹原 一広 JICA人間開発部基礎教育第二課 課長 9/4～9/10 

協力企画 徳田 真人 JICA人間開発部基礎教育第二課 職員 8/31～9/10 

評価分析 長谷川 安代 合同会社適材適所 研究員 8/23～9/10 

 

１－３ 調査日程 

日時 活動内容 

8月23日 月 キガリ着（長谷川） 

24日 火 
TSC理数科教育担当官へのインタビュー、JICAルワンダ事務所表敬、 

教育省科学技術局長への表敬 

25日 水 KIE及びNCDC関係者、日本人専門家へのインタビュー 

26日 木 
Ecole des Science Musanze（研修センター）訪問（校長及び地方研修講師へのイン

タビュー） 

27日 金 
Lycée de Kigali（研修センター）訪問（校長、教員、中央研修講師へのインタビュ

ー）、GIE訪問 

28日 土 資料整理 

29日 日 資料整理 

30日 月 TSC局長へのインタビュー 

31日 火 
教育省計画局長及び県教育行政官へのインタビュー 

キガリ着（徳田） 

9月1日 水 授業観察（Kagarame Secondary School 、Kanombe Secondary School ） 

2日 木 
Groupe Scolaire St Aloys Rwamagana 研修センター）訪問（校長及び地方研修講師

へのインタビュー） 

3日 金 UNICEF訪問、中央研修講師の活動視察 

4日 土 
団内会議  

キガリ着（丹原） 

5日 日 レポート作成 
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6日 月 （大統領就任記念日のため祝日）レポート作成 

7日 火 JICAルワンダ事務所訪問、英語研修担当者訪問、TSC関係者とのレポート協議 

8日 水 合同評価会議、ミニッツ署名 

9日 木 DFID訪問、在ルワンダ日本大使館報告、JICAルワンダ事務所報告 

10日 金 キガリ発 

 

１－４ 主要面談者 

 （1）ルワンダ政府 

Ms. Sharon HABA Permanent Secretary, MINEDUC 

Dr. Marie Christine GASINGIRWA Director of Science &Technology, MINEDUC 

Mr. Emmanuel MICO Director of Planning, MINEDUC 

Mr. Narcisse MUSABEYEZU General Inspector, GIE 

Mr. Charles GAHIMA Director General of NCDC 

Dr. Jean de Dieu BAZIRUWIHA Dean of Faculty of Science, KIE 

Mr. Augustin HABYARIMANA Inspector 

Mr. Camile KANAMUGIRE Regional Inspector 

 

 （2）ドナー関係者 

Mr. Heinrich Mutsinzi RUKUNDO Education Specialist, UNICEF Rwanda office 

Ms. Dorothy AANYU-ANGURA Education Specialist, UNICEF Rwanda office 

Dr. John Simpson REAP Advisor, British Council 

 （REAP ：Rwanda English in Action Programme） 

Mr. Richard Arden Senior Human Development Advisior, DFID 

 Rwanda/Brundi 

Ms. Catherine Howgego Education and Skills Advisor, DFID Rwanda/Brundi 

 

 （3）JICA ルワンダ支所 

村上 博 支所長 

鯉沼 真里 企画調査員 

木村 初枝 企画調査員（教育） 

 

 （4）ルワンダSMASSE プロジェクト 

Mr. Emmanuel MUVUNYI Executive Secretary, TSC 

Mr. Antoine MUTSINZI Math & Science INSET Officer, TSC 

高橋 美保 JICA専門家 
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１－５ 評価の手法 

本終了時評価調査は、「新JICA事業評価ガイドライン第一版」（2010年6月）に基づき、①プロジ

ェクトの現状把握・検証を行い、②それらをDAC 評価5 項目（妥当性、有効性、効率性、インパ

クト、持続性）による評価基準から判断し、③本プロジェクトの今後の改善に役立つ提言や、将

来または実施中の類似案件に対する提案教訓を導き出すという3つの枠組みで実施した。 

また、評価を実施するに際し、プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）や国際協力機

構（JICA）実施の類似案件資料及びその他関係資料に基づいて評価設問（調査すべき項目）を検

討して、プロジェクトの実績・実施プロセス、及びDAC評価5項目（妥当性、有効性、効率性、イ

ンパクト、自立発展性）に関する評価グリッドを作成した。作成した評価グリッドは、付属資料2

のとおりである。 

 

（参考）プロジェクトの現状把握・検証のための視点とポイント 

検証項目 検証の視点 検証のポイント 

実績 ・ プロジェクトの実施の結

果、何が達成されたのか、

それらは期待どおりであ

るか。 

プロジェクトのアウトカム目標の達成度、

アウトプットの発現現況を評価時点で測

定し、計画時に設定した目標値との比較を

行う。 

実施プロセス ・ プロジェクトを実施する

過程（プロセス）で何が

起きているのか、それら

はプロジェクトのアウト

カム目標の達成にどのよ

うな影響を与えている

か。 

当初の計画どおりに活動が実施されてア

ウトプットに結びついているかを確認す

るとともに、実績プロセスの何がアウトプ

ットやプロジェクトのアウトカム目標の

達成度に影響を与えているのかを検証す

る。実施プロセスの検証で得られた情報

は、効率性や有効性を検証する際の根拠と

なる場合が多く、プロジェクト実施途中の

軌道修正や類似プロジェクト立案に活用

される。 

因果関係 ・ プロジェクトのアウトカ

ム目標の達成が本当にプ

ロジェクト実施によって

もたらされたものである

か、あるいはもたらされ

るものであるか。 

・ （事前評価の場合）プロ

ジェクトの論理的な組み

立てが妥当であるか。 

プロジェクトのアウトカム目標が当初の

計画どおりに達成されたとしても、プロジ

ェクトの実施とは別の要因が関係してい

ることもあり得る。そのため、プロジェク

トと効果の因果関係を検証するためには、

同じ対象地域の実施前・実施後の変化を比

較する方法や、プロジェクト対象地域と対

象外地域との比較によって純効果を把握

しようとする方法など、実績把握や目標値

との比較といった方法とは異なる方法が

必要となる。 
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（参考）DAC5項目による評価の視点 

妥当性 

（relevance） 

開発援助と、ターゲットグループ・相手国・ドナーの優先度並びに政

策・方針との整合性の度合い。 

有効性 

（effectiveness） 

開発援助の目標の達成度合いを測る尺度。 

効率性 

（efficiency） 

インプットに対するアウトプット（定性並びに定量的）を計測する。

開発援助が期待される結果を達成するために最もコストのかからない

資源を使っていることを示す経済用語。最も効率的なプロセスが採用

されたかを確認するため、通常、他のアプローチとの比較を必要とす

る。 

インパクト 

（impact） 

開発援助によって直接または間接的に、意図的または意図せずに生じ

る。正・負の変化。開発援助が、地域社会・経済・環境並びにその他

の開発の指標にもたらす主要な影響や効果を含む。 

持続性 

（sustainability） 

ドナーによる支援が終了しても、開発援助による便益が持続するかを

測る。開発援助は、環境面でも財政面でも持続可能でなければならな

い。 
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第２章 プロジェクトの概要 
 

２－１ 基礎情報 

＜基本計画＞ 

名  称 ルワンダ国中等理数科教育強化プロジェクト 

Strengthening Mathematics and Science in Secondary Education Project 

（SMASSE-Rwanda） 

協力期間 2008年2月1日～2011年1月31日 

協力相手機関 ルワンダ教育省（MINEDUC）、教育サービス委員会（TSC） 

対象地域・対象者 ルワンダ全国、前期中等理数科教員 

上位目標 中等理数科において学習の質が向上する。 

プロジェクト目標 現職教員研修によって中等理数科教員の教授能力が向上する。 

期待される成果 ① 現職教員研修を実施するための組織体制が構築される。 

② 研修センターが設立される。 

③ 地方研修講師を対象とした中央研修及び一般教員を対象とした地

方研修が実施され、評価される。 

④ 現職教員研修の支援体制が強化される。 

 

 （1）本プロジェクトでは、中等理数科教員の「教授能力」の向上をめざしているが、より具体

的には、教員が「生徒中心型授業」を実践できるようになること、また教員の授業に対する

態度・姿勢が変化することをめざしている。そして、その目標を端的に示したスローガンと

して「ASEI-PDSI」を掲げている。 

 （2）本プロジェクトは、JICAがケニアを中心にアフリカ地域で展開している理数科教育強化・

教員研修案件の一つであり、案件形成及び実施の段階においてアフリカ理数科教育強化ネッ

トワーク（SMASE-WECSA）から技術支援（第三国研修や関連会合への参加、第三国専門家

の受入れ）を受けている。 

 

２－２ 実施体制 

本プロジェクトは教育省をカウンターパート機関とし、同省次官をプロジェクト・マネージャ

ーとして、また教員サービス委員会の局長をナショナル・コーディネーターとして位置づけてい

る。そして、プロジェクトの最高意思決定機関として次官を議長とする中央調整委員会（National 

Steering Committee：NSC）が設置さている。 

プロジェクト運営に関しては、日本人長期専門家及び教員サービス委員会の理数科研修担当官

が中心となり、非常勤の中央研修講師とともに行っている。 

また、実際の教員研修の実施に際しては、研修センターとして指定された11の中学校が教育省

との契約に基づいて研修の運営を担うこととなっており、同校の校長及びスーパーバイザー（教

育省から派遣された中央研修講師または視学官）による監督の下、地方研修講師が講師となって

一般の中等理数科教員に対して研修を実施する（図２－１全体体制図及、図２－２研修実施図を

参照）。 
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図２－１ 全体体制図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２－２ 研修実施図 

教育省（MINEDUC）

局長

中央研修講師

地方研修講師（Trainers）

日本人専門家

教員サービス委員会（TSC）

校長

＜教育省関連の機関＞

中央研修講師（Core Trainers）

＜プロジェクトのコアメンバー＞

理数科・英語研
修担当官（C/P）

中央研修センター
（Lycee de Kigali）

中等理数科教員

地方研修講師

校長

地方研修センター
（全国11箇所）

研修

研修

スーパーバイザー

現職の中等理数科教員が
週2日（原則）プロジェクト
に従事している。

現職の中等理数科教員
の中から選出。研修の
実施時期のみプロジェ
クトに従事。

中央研修講師や視学官
が地方研修の技術監督
者として派遣され、地方
研修講師を支援。

県教育担当官
（DEO）

学校
校長

中等理数科教員

管轄する県の教育関
連事業を総括する。各
県に1名しかおらず、

本プロジェクトにおいて
も各学校との連絡・調
整を担うこととなってい
るが、十分に機能して
いない。

TSC経由で教育省から、

研修実施に係る予算が各
研修センター（既存の中学
校）に配賦され、校長が研
修の運営管理に係る責任
を持つ。（講師、参加者へ
の日当・謝金等の支払）

研修の教材開発やインパ
クト調査等でプロジェクト
に協力（ただし個人ベース
で依頼。）

キガリ教育学院（KIE）

カリキュラム開発センター（NCDC）

視学官事務所（GIE）

地方研修

中央研修

中央研修講師
8名

地方研修講師

各INSETセンターから8名
計 88名

中等理数科教員

各センター 約200名
計 約2200名

11の研修センター

@中央研修センター（Lycee de Kigali）
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２－３ PDMの変遷 

 2009年12月に実施された中間レビュー調査の際にPDMの改訂を行った。具体的な改訂箇所は以

下のとおり。 

 （1）プロジェクト目標の指標及び目標値の設定 

これまで未設定であったプロジェクト目標の具体的指標及び目標値を設定した。 

 （2）外部条件の一部変更 

当初、先方政府の意向により、地方自治体から生徒数を基に計算されて各学校に支給され

る補助金（Capitation Fund）から地方研修の実施経費を捻出することを想定しており、その想

定に基づいた外部条件を設定していた。しかし、プロジェクト開始後、実際には同ファンド

が使えないことが分かり、これまで教育省の予算から研修経費を捻出してきている。これを

踏まえて、上記外部条件を現実に沿った内容に修正した。 

項目 第1版（R/D締結時） 改訂版（2009年12月） 

プロジェクト

目標の指標 

Positive change of teachers’ attitude and 

improved performance in subject mastery, 

pedagogical skills and resource utilization

By the end of the project, the average score 

of ASEI-PDSI aspects in Lesson 

Observation Instrument marks over 2.5 

points 

外部条件 “There will be prompt release of funds 

for the Project by the local administration”

“There will be prompt release of funds for 

the Project by the MINEDUC.” 

 

２－４ その他関連事項 

・ルワンダの教員資格について 

 ルワンダでは、保有する卒業資格ごとに教授可能な教育レベルが決まっており、図２－３で示

されるように前期中等教育（Tronc Commun）で教授可能なのは「A0」レベル（学士レベル）及び

「A1」レベル（短大卒レベル）保有者となっている。しかしながら、教員不足の理由から、実際

には「A2」レベル（高卒レベル）の教員も相当数存在する。 

 

 

9 year basic education 
(2009-)

Primary

A3

Secondary

Tronc Commun / O level

Advanced level

A2

A1

A0

Higher education

College

NUR / KIE
NUR: National University of Rwanda

KIE: Kigali Institute of Education

卒業資格 教授可能な教育レベル

Bachelor

A0

A1

A2

Post Graduate

図２－３ 教育制度と教員への道 
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第３章 プロジェクトの実績 
 

３－１ 主なプロジェクト活動 

時期 事項 摘要 

2月 プロジェクト開始 高橋佳子専門家着任。 

5月 ベースライン調査 
ケニアSMASSEから技術支援（第三国専門家派遣）を受け

て実施。 

7月 第三国専門家の派遣 
2008年研修計画策定にかかる技術支援のため、ケニア

SMASSEより第三国専門家を派遣。 

第三国研修（マレーシア）への参加 RECSAM研修。4名の中央研修講師が参加。 

8月 
ウガンダSESEMATプロジェクトにおけるOJT 

現職教員研修の運営方法を学ぶことを目的に、ウガンダ

SESEMATの中央研修実施の際に2名の中央研修講師を派

遣。 

短期専門家の派遣 
2008年研修のコンテンツ作成支援のため、本邦から短期専

門家（理数科教育）を派遣。 
10月 

マネジメントワークショップの実施 
研修センター校長、群教育担当官、視学官など106名が参

加。 

11月 第1回中央研修 102名が受講。技術支援のため第三国専門家を招聘。 

2008年 

12月 第1回地方研修 全教員（A0-A2）を対象に実施。1,819名が受講。 

2月 中央研修講師の交代 7名の講師が新しく採用された。 

第1回ニュースレターを発行 5000部印刷。 
3月 

第三国研修（ウガンダ）に参加  

4月 教育省による新規採用教員に対する理数科研修
教育省が新規教員1,529名に対してプロジェクトで開発し

た研修モジュールを用いて理数科研修を実施した。 

サイエンスフェアの実施 
理数科教育振興のため実施。校長、視学官、教員合わせて

157名が参加。 5月 

SMASE-WECSA技術会合（スワジランド） 日本人専門家と中央研修講師1名が参加。 

9月 第1回インパクト調査  

第三国研修（マレーシア）への参加 
RECSAM研修。6名のプロジェクト関係者（中央研修講師、

視学官、KIE講師）が参加。 10月 

第三国研修（ケニア）への参加 英語圏対象。8名が参加。 

マネジメントワークショップの実施 
研修センター校長、群教育担当官、視学官など1,120名が

参加。 

第2回中央研修 79名が受講。技術支援のため第三国専門家を招聘。 11月 

本邦研修（INSET運営管理）への参加 
JICA中国で実施された課題別研修（INSET運営管理）に

2名が参加。 

中間レビュー調査  

2009年 

12月 
第2回地方研修① A0・A1レベルの教員対象。993名が受講。 

1月 高橋美保専門家着任  

高橋佳子専門家離任  

中央研修講師の交代 2名の中央研修講師が交代 
2月 

ザンビアSMASTE主催の授業研究ワークショッ

プへの参加 
2名の中央研修講師が参加。 

第1回授業研究ワークショップ 
中央研修講師の能力強化の一環として、授業研究ワークシ

ョップを開催した。 
3月 

ウガンダSESEMAT主催のワークショップに参

加 

「生徒の意見・考えを捉える」ことをテーマとしてワーク

ショップに、高橋専門家及び2名の中央研修講師が参加。

第1回ニュースレターを発行 3000部印刷。 

5月 
第2回授業研究ワークショップの実施 

ザンビアから3名の第三国専門家と日本から短期専門家

1名を招いて、授業研究WSを開催した。 

6月 第2回インパクト調査  

研修モジュール作成のためのケニア渡航 

第3回研修のためのモジュール作成に関してケニア

SMASEからの技術支援を受けるため、4名の中央研修講師

が渡航。 

2010年 

7月 

第2回地方研修② 
A2レベルの教員を対象。当初2010年4月に予定されていた

ものが延期され、7月に実施された。2,560名が受講。 

※ケニアSMAS（S）E：ケニア国「（中等）理数科教育強化プロジェクト」、ウガンダSESEMAT：ウガンダ国「中

等理数科強化プロジェクト」、ザンビアSMASTE：SMASTE授業研究支援プロジェクト・フェーズ2、RECSAM

研修：マレーシアのRegional Centre for Education in Science and Mathematicsで実施される第三国研修 
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３－２ プロジェクトの実績 

 （1）投入実績 

日本・ルワンダ国側双方からの投入実績は以下のとおり（詳細は付属資料1）。ミニッツの

ANNEX.1参照のこと。 

【日本側投入】終了時評価調査時点 

長期専門家 計2名（現職教員研修マネジメント、プロジェクト運営管理/

現職教員研修マネジメント） 

短期専門家 計19名 

研 修 計52名（本邦2名、第三国50名） 

機材供与 総額 65,489,420RWF（約10,915,000円)* 

現地活動費 総額253,020,000RWF（約42,370,000円)* 

 

【ルワンダ側投入】終了時評価調査時点 

カウンターパート 10名：教員サービス委員会に2名（局長、教員研修理数科担

当官）、中央研修講師8名 

プロジェクト事務所スペース 日本人専門家事務所（教員サービス委員会内）、プロジェク

ト事務所（Lycée de Kigali内） 

中央研修センター及び 

11の地方研修センター 

11校の既存の学校を地方研修センターとして選定（Lycée de 

Kigaliは中央研修センターを兼ねる） 

現地活動費（研修実施費用等） 総額648,560,240RWF（約108,093,000円)* 

*1円＝6RWF 

 

 （2）アウトプットの実績 

PDM上の指標に基づき、成果（アウトプット）の達成状況を評価した。成果1については、

成果の達成に向けて、今後更なる努力を要する点があるが、成果2から4については成果がお

おむね達成されている。詳細については、付属資料4）評価グリッドの「プロジェクトの実績」

も参照のこと。 

 

成果1： 

現職教員研修を実施するための

組織体制が構築される。 

指標： 

【1-1】地方研修講師のTORが設定され、88名の地方研修講

師が選出される。 

【1-2】8名の中央研修講師を対象とした研修が実施される。

【1-3】現職教員研修の運営体制が構築される。 

 

【指標1-1】 

地方研修講師のTORは事前評価調査時に設定され、88名が第1回中央研修後に選定された。

その後、教職を去った講師もおり、新たな者が選定された。ゆえに、中央研修に参加した

回数や地方研修講師を務めた回数は講師によって異なる。2010年7月の地方研修を実施した

80名のうち10名は中央研修を一度も受講したことがない講師であった（詳細は付属資料1ミ
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ニッツのANNEX 1（1－5（c））参照のこと）。 

【指標1-2】 

中央研修講師に対する研修は第三国研修を通じて実施された。終了時評価時点で中央研

修講師を務めていた8名のうち、7名が既に第三国研修に参加済みであった。 

【指標1-3】 

現職教員研修実施のための運営体制は構築過程にある。特に、一般教員を対象とした地

方研修の運営体制を強化するために、DistrictレベルにINSET委員会を設置する必要がある。 

 

成果2： 

研修センターが設立される。 

指標： 

【2-1】中央研修センターが既存の施設を活用し設立され

る。 

【2-2】11の地方センターが既存の施設を活用し設立され

る。 

【指標2-1】 

Lycée de Kigaliが中央研修センターに選定され、教育省の承認を得た。プロジェクトで必

要な機材が調達され、中央研修センターに機材が設置された。 

【指標2-2】 

11の地方研修センター（Lycée de Kigaliを含む）が選定され、教育省の承認を得た。プロ

ジェクトで必要な機材が調達され、地方研修センターに機材が設置された。 

 

成果3： 

地方研修講師を対象とした中央

研修及び一般教員を対象とした

地方研修が実施及び評価される。

指標： 

【3-1】88名の地方研修講師が研修を受ける。 

【3-2】12種類以上の研修マニュアルと教材が開発される。

【3-3】モニタリング・評価ツールが開発され、活用され

る。 

【3-4】1,500名以上の教員が研修を受ける。 

【指標3-1】 

2008年11月にキガリ教育学院（KIE）で実施された第1回中央研修には102名の教員が参加

した。また、2009年11月にLycée de Kigaliで実施された第2回中央研修には79名の教員が参加

した。なお、第2回中央研修を受講した教員のうち11名は第1回中央研修に参加していない

教員であった。 

【指標3-2】 

9種類の研修教材〔第1サイクル用5種類：ゼネラルセッション（ASEI-PDSI概論）、数学、

生物、化学、物理、第2サイクル用4種類：数学、生物、化学、物理（各教科の巻頭にゼネ

ラルセッションを含む）〕が既に開発されている。さらに4種類の研修教材〔数学、生物、

化学、物理（各教科の巻頭にゼネラルセッションを含む）〕を、現在、KIEの教官による監

修のもと、中央研修講師が準備している。 

【指標3-3】 

授業観察と教員、生徒及び校長用のモニタリング・評価ツール、並びに現職教員研修の

ための評価ツールが開発された。前者はベースライン調査、第1回・第2回のインパクト調
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査で活用された。後者は第1回・第2回中央・地方研修で活用されたが、第2回中央・地方研

修に関しては、評価結果が分析されていない。 

【指標3-4】 

2008年12月に、理数科教員（A0/A2）のための第1回現職教員研修が11の地方研修センタ

ーで実施され、1,819名が参加した。2009年11～12月に、理数科教員（A0/A1）のための第2

回が7センターで実施され、993名が参加した。2010年7～8月に理数科教員（A2）のための

第2回が10センターで実施され、2,560名が参加した。 

 

成果4： 

現職教員研修の支援体制が強化

される。 

指標： 

【4-1】ニュースレターが年3回以上発行される。 

【4-2】ステークホルダーを対象とした啓発ワークショップ

が3回以上開催される。 

【指標4-1】 

2009年3月に第1号ニュースレターが、2010年5月に第2号が発行された。プロジェクト終

了時までに、第3号が発行される予定である。 

【指標4-2】 

地方研修センターの校長、地方教育行政官を対象とした現職教員研修運営ワークショッ

プが2008年10月、2009年11月、2010年7月に実施された。また、2010年5月には、授業研究

ワークショップが開催され、その一部に地方研修センターの校長や郡教育行政官が参加し

た。 

 

 （3）プロジェクト目標の達成状況 

プロジェクト目標： 

現職教員研修によって中等理数

科教員の教授能力が向上する。 

指標： 

プロジェクト終了までに、授業観察指標における

ASEI-PDSI値の平均が2.5ポイント以上となる。 

PDM上の指標に基づき、プロジェクト目標の達成状況を評価した。第2回インパクト調査時

（2010年6月）における教員の生徒中心型授業の実践度（ASEI-PDSI値：0-4の5段階）の平均

値は1.8となっており、ベースライン調査時（2008年5月）の1.3から向上している。目標値の

2.5には達していないものの、インタビュー調査や質問票では、すべての回答者が現職教員研

修によって中等理数科教員の教授能力が向上したと回答している。なお、第2回インパクト調

査時の結果が第1回インパクト調査（2009年6月）時の2.0から低下している点については、研

修を経て評価者の視点が厳しくなった、調査時の授業で扱われた単元が実験やグループ活動

といった参加型手法を必要としないものであったなどの要因が想定される。 
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図３－１ ASEI-PDSI平均値の変化（2008～2010年） 

 

 （4）上位目標の達成見込み 

上位目標： 

中等理数科において授業の質が

向上する。 

指標： 

生徒の態度、授業への参加度 

上位目標の達成度を定量的に測る指標は設定されていないものの、インタビュー調査や質

問票の結果から生徒がより積極的に質問するようになったなど、生徒の態度の変化が確認さ

れており、第2回インパクト調査においても教員の教え方の変化に対して生徒が満足している

ことが確認されている。例えば、「教員は理数科授業において十分な説明を行っているか」と

いう質問に関して、「強く同意する」「同意する」の割合が2010年度の結果は、2008～2009年

度と比べて改善している（図３－２）。 

 

 

 

 

 

 

 

 
出所：「第2回インパクト調査報告書」より抜粋 

図３－２ 
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３－３ 実施プロセスにおける特記事項 

本プロジェクトによる活動は、多少の遅れや変更があるものの、おおむね計画どおり実施され

てきている。実施プロセスにおける特記事項として以下の点が指摘される。詳細については、付

属資料4）評価グリッドの「実施プロセスの検証」を参照のこと。 

 

 （1）第1回中央研修のあとに88名の地方研修講師が選定され、第1回地方研修については全員が

講師を務めたが、第2回地方研修の際には88名のうち14名が講師を務めなかった。一方で、同

地方研修では、中央研修を一度も受講していない教員10名が地方研修講師を務めることとな

った。 

 

 （2）第2回中央・地方研修の評価に関して、参加者による質問票の回答は回収されているものの、

結果の分析は実施されていない。 

 

 （3）プロジェクトメンバー間の協力関係は良好で、それぞれの責任を十分に果たした。 

 

 （4）プロジェクトはSMASE-WECSAからの効果的な支援を受けてきており、このことは活動の

円滑な実施に貢献した。 
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第４章 評価結果 
 

４－１ 5項目ごとの評価 

 （1）妥当性：非常に高い 

1）必要性 

2006年4月に取りまとめられた「ルワンダ中等学校における理数科教育の現状調査」（JICA）

において、現職教員研修の必要性が確認されており、またベースライン調査（2008年5月）

では、理数科教育における生徒中心型の強化の必要性が確認されている。つまり、プロジェ

クトは中等理数科教員のニーズに強く応えるものであった。また、ルワンダでは2009年より、

理科科目における実技試験が導入されており、授業に実験の導入を奨励する本プロジェクト

の手法は生徒のニーズとも合致していた。 

2）優先度 

① ルワンダの開発政策との整合性 

ルワンダは知識基盤の経済をめざしており、ルワンダの開発政策である「Vision 2020」

や経済開発貧困削減文書（Economic Development and Poverty Reduction Strategy：EDPRS）

2008～2012では、理数科教育を含む教育の重要性を強調している。また、教育セクター

戦略計画（Education Sector Strategic Plan：ESSP）2010～2015では、「理科及び技術教育の

強化」を教育セクターの優先分野の一つとして位置づけている。本プロジェクトは理数

科における学習の質の向上をめざすものであり、これらの政策の方向性と合致している。 

② 日本の政策との整合性 

日本の対ルワンダ援助政策では、「人的資源開発」「地方開発」「経済基盤整備/産業開発」

を重点分野としており、本プロジェクトは、「人的資源開発」に位置づけられる。また、

日本はアフリカにおける理数科教育支援の強化（持続可能な開発に関する世界首脳会議、

2002年）や理数科教員研修の実施（第4回アフリカ開発会議、2008年）を表明しており、

本プロジェクトはこうした国際的な表明とも合致している。 

③ 手段としての適切性 

現職教員研修受講後に、教員らがより自信をもって、実験室を使用したり、アクティ

ビティを授業に取り入れたりしていることが、終了時評価での調査を通じて確認された。

また、教員がASEI-PDSIを実践することで、生徒が理数科により関心を示すことも明らか

になった。こうした点から、現職教員研修並びにASEI-PDSIが理数科教育の質の改善をも

たらすのに適切なアプローチであったと判断される。さらに、プロジェクトは、理数科

教育技術支援における日本のこれまでの経験を効果的に活用しながら、計画・実施され

てきている。 

 

 （2）有効性：中程度からやや高い 

1）プロジェクト目標の達成 

第2回インパクト調査時のASEI-PDSI値の平均は1.8で、ベースライン調査時の1.3から向上

している。目標値の2.5には達していないものの、第2回インパクト調査では、「より参加型の

手法に変わってきている」「教員が生徒により配慮するようになってきている」など、現職

教員研修を通じた理数科教員の能力の向上も確認されている。また、インタビュー調査や質
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問票では、視学官や校長を含むすべての回答者が、教員の理数科教授能力が明らかに向上し

ていると回答している。評価者の視点や調査対象となった授業の選択などインパクト調査の

方法が、ASEI-PDSI値に影響を及ぼした可能性も否定できず、プロジェクト目標の達成度を

より正確に測るためには、ASEI-PDSI以外の指標も設定しておく必要がある。 

2）成果とプロジェクト目標達成の因果関係 

中央・地方研修の評価は研修をより効果的なものとするために実施するもので、成果3の

表現は「効果的な中央研修及び地方研修が実施される」と解釈でき、4つの成果はすべてプ

ロジェクト目標の達成に必要な要素であると判断される。つまり、現職教員研修によって中

等理数科教員の教授能力を向上するためには、研修実施組織の体制を構築し（成果1）、研修

センターを設立し（成果2）、かつ効果的な研修を実施（成果3）することが不可欠である。

さらに支援体制（成果4）は、研修を円滑に運営するために必要とされる。 

なお、現職教員研修を通して中等理数科教員の教授能力が向上するためは、各教員が研修

で得た知識を教室で実践することが前提となるため、プロジェクトにおいて、教員の

ASEI-PDSIの実践を促進・支援するためのモニタリング及びフォローアップシステムの構築

に可能な限り取り組むことが望ましい。 

 

 （3）効率性：中程度からやや高い 

1）アウトプットの達成 

第3章（2）アウトプットの実績の項で前述したとおり、成果1は一部達成途上であり、特

にDistrictレベルにおける研修実施体制を強化する必要がある。成果2から4については、PDM

上の指標においては計画どおり達成されてきているが、成果4についてはインタビュー調査

を通じて支援体制を更に強化する必要があることが指摘された。 

2）活動とアウトプット達成の因果関係 

成果1に関して、現職教員研修を実施するための組織体制には、中央研修講師と地方研修

講師のみならず、視学官やDEO、校長、KIEの教官など他の関係者も含まれる。望ましくは、

こうした関係者の役割を明確にすることも、活動の一つとして加えられるべきであった。成

果2については、成果を達成するのに十分な活動であった。成果3に関しては、中央研修講師

に対する研修を補完するために、授業研究ワークショップが追加された。他方、2009年1月

に中央研修講師が再選定されたが、その際に追加的な導入研修（教材開発のための研修など）

は実施されていない。また、現職教員研修の評価は第1回中央・地方研修についてしか実施

されておらず、研修をより効果的にするためには評価ツールの更なる活用が求められる。成

果4については、すべての活動が計画どおり実施され、指標も達成されているが、インタビ

ュー調査を通じて、支援体制を更に強化する必要性が指摘された。 

会計年度の変更による資金の支出の遅れや教育省の市民研修・英語研修による干渉が、プ

ロジェクトのいくつかの活動の遅れを招いた。また、研修を受けたあとに、プロジェクトを

離れた中央や地方研修講師もいた。他方、SMASE-WECSAからの支援は継続的に得られてお

り、特に、研修モジュールやモニタリング・評価ツールの開発、中央研修の実施、ベースラ

イン調査・インパクト調査の実施において、SMASE-WECSAからの支援を得た。 

3）投入のタイミング・質・量、コスト 

本プロジェクトは既存の学校を研修センターとして活用しており、このことはプロジェク
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トの効率性に貢献した。他方、研修参加人数等によっては、カウンターパート（C/P）機関

の判断により、各地方研修において利用されない研修センターがあった。現職教員研修にか

かるコストはすべてルワンダ側が負担している。ルワンダ教育省はすべての研修に適用する

研修コストの基準額（宿泊費、食費などを含む）を定めており、プロジェクトで実施した現

職教員研修にかかる費用もこの基準額に沿って、支出されており、この点は高く評価できる。 

日本側からの投入はすべて時宜を得たものであり、長期専門家がプロジェクトの円滑な運

営に大きく貢献した。また、プロジェクトはSMASE-WECSAを通じてケニアをはじめとする

近隣諸国からの技術支援（専門家派遣、第三国研修実施）を受けており、本邦からの専門家

派遣等に比べてコスト抑制となる点、また同じアフリカ諸国の経験を活用できる点において

プロジェクトの効率性に大きく貢献した。他方、第三国研修を受講した中央研修講師のうち

6名が既にプロジェクトを離れている点は、投入の効率性を弱める要因となろう。 

 

 （4）インパクト：やや高いから非常に高い 

1）上位目標達成の見込み 

現時点において、上位目標の達成度を予測することは困難であるが、生徒が授業中により

多くの質問をするようになったなど、生徒の態度の変化も終了時評価を通じて確認された。

PDM上では、上位目標の達成度を測るための客観的な指標が設定されていないが、生徒の態

度の変化を継続的にフォローすることが望ましい。また、上位目標を達成するためには、現

職教員研修を受講した理数科教員が教室でASEI-PDSIを実践する必要があり、ASEI-PDSIの実

践をフォローするシステムが十分でないことは、上位目標の達成を阻害する要因となり得る。 

2）上位目標とプロジェクト目標の因果関係 

現職教員研修による教員の教授能力の向上は、授業の質を向上する要素の一つとなるので、

上位目標とプロジェクト目標は乖離していない。終了時評価調査時のインタビュー調査にお

いても、教員が授業に生徒を巻き込もうとすることで、生徒の学習に対するモチベーション

が高まることが確認された。 

3）波及効果 

2009年4月に、新規採用教員1,529名に対する研修が、教育省によって実施されたが、その

際にプロジェクトで開発された第1サイクル用のモジュールが活用された。また、理数科教

育振興のために、教育省/教員サービス委員会は2009年5月にサイエンスフェアを開催した。 

 

 （5）自立発展性：中程度からやや高い 

1）政策面 

ESSP 2010～2015では、「科学と技術教育の強化」が教育セクターの優先分野の一つとして

位置づけられている。また、教員サービス委員会（Teacher Service Commission：TSC）が策

定中の教員開発・管理（Teacher Development and Management：TDM）政策や教師教育・管理・

専門職化（Teacher Education, Management and Professionalization：TEMP）文書の中でも、現

職教員研修のあり方について触れられている。さらに、現職教員研修や理数科教育の重要性

は教育省の中でも高く認識されており、政策面での自立発展性は評価できる。 

2）組織・財政面 

現職教員研修を実施するための組織能力は構築されつつあるが、中央研修講師やモジュー
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ルのスーパーバイザーなど、契約ベースの個人が実施体制における重要な役割を担っている。

より持続的な体制を構築するためには、関係する組織を巻き込んでいく必要があり、それぞ

れの組織の役割を明確にしたうえで、組織間での連携を強化することが求められる。TSCは

職員の増員をめざしており、提出済みのアクションプランの承認を待っている段階である。

増員が認められれば、TSCの理数科現職教員研修実施体制が強化される見通しであるので、

今後の動向をフォローしていく必要がある。さらに、プロジェクト終了後も継続的に現職教

員研修を実施していくためには、プロジェクト終了後の具体的な実施運営計画を策定するこ

とが求められる。 

中等理数科教員を対象とした現職教員研修継続のための予算は、TSCによって2012年度分

まで確保されており、財政面については高く評価できる。 

3）技術面 

カスケード方式はルワンダで以前から活用されてきた研修方式であり、今後もカスケード

方式で研修を実施することには問題がない。プロジェクトで策定した研修教材は教員からの

高い評価を得ており、今後も継続的に活用されるであろう。他方、研修の効果を持続させる

ためには継続的なモニタリングが不可欠であるが、プロジェクトで開発されたモニタリン

グ・評価ツールは十分に活用されておらず、また問題点も明らかになってきているところ、

今後これらのツールを更新していく必要がある。ASEI-PDSIについては、理数科教員らの間

で受け入れられつつあり、授業で実践されていることも確認されたことから、フォローアッ

プ体制を整えることで、今後も継続的に実践されると予想される。 

現職教員研修実施に必要な技術的能力に関しては、中央研修講師の教材開発能力が十分に

は養われていない。今後も継続的に中央研修講師が教材開発を担う場合には、更なる技術支

援が必要であろう。 

4）社会・文化・環境面 

プロジェクトは全Districtのすべての前期中等理数科教員を対象としているので、配慮不足

による大きな問題は確認されなかった。状況は改善に向かっているものの、依然として女子

生徒の理数科の能力が男子生徒の理数科の能力よりも低いと考えられる傾向にあるため、更

なる啓発が必要であろう。 

 

４－２ 結 論 

 （1）結 論 

ルワンダ・日本国側双方の努力により、プロジェクトは成功裡に実施されてきている。プ

ロジェクトはルワンダの開発政策や理数科教員のニーズと合致したものであった。理数科教

員の教室でのASEI-PDSIの実践を促進・支援を容易にするためのフォローアップ/モニタリン

グ体制（視学官/校長による授業観察や授業研究の実施等）が更に強化されることで、プロジ

ェクト目標が達成される可能性は高いと予想される。さらに、理数科教員がASEI-PDSIを教室

内で実践し続けることで、理数科における授業の質も向上すると予想される。プロジェクト

の効果を持続させるためには、現職教員研修の実施体制を強化するための更なる努力が必要

とされる。 
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 （2）阻害・貢献要因の総合的検証 

1）効果発現に貢献した要因 

① 過去の理数科支援からの教訓の活用 

現職教員研修におけるカスケード方式の適用など、プロジェクトの計画段階において、

過去の理数科支援の教訓が生かされた。 

② SMASE-WECSAからの技術支援 

プロジェクトは計画段階からSMASE-WECSAからの技術支援を得ており、プロジェク

ト実施中もモジュールの監修や、インパクト調査や中央研修実施時における短期専門家

の派遣などの支援を得た。こうした技術支援がプロジェクトの効果的な実施につながっ

た。 

③ 関係者の巻き込み 

プロジェクトは啓発ワークショップを開催し、関係者の巻き込みに努めた。ワークシ

ョップを通じて、プロジェクトに対する関係者の理解を高めたことは、プロジェクトの

円滑な実施に貢献した。また、プロジェクトは、個人ベースの契約ではあるものの、教

材開発やインパクト調査において、KIEの教官や視学官の協力を得ており、このことが成

果物の質の確保につながった。 

④ 教育省/教員サービス委員会の現職教員研修や理数科教育に対する認識 

ルワンダ側教育省/教員サービス委員会は現職教員研修や理数科教育の重要性を強く認

識しており、このことが研修実施のための予算の確保やプロジェクト活動実施における

教育省からの支援につながっている。 

2）問題点及び問題を惹起した要因 

① 研修後のフォローアップ・モニタリングの弱さ 

教員の授業での実践をフォローするための取り組みが当初から組み込まれていれば、

プロジェクト目標及び上位目標の達成が更に促進されたであろう。 

② 教育言語の変更 

プロジェクト開始後に、ルワンダの教育言語が英語に変更となり、プロジェクトは教

材や研修における英語の使用を余議なくされた。このため、プロジェクトは策定途中に

あった第1サイクルの研修教材の英語への翻訳、並びに中央研修講師の再選定を行った。 

③ 会計年度の変更 

本プロジェクト期間中に、ルワンダの会計年度が変更となり、研修経費の支出が困難

となったため、第2回中央研修の時期が2009年7月から11月に変更となった。こうした研

修の実施時期、研修評価の実施、第3回研修準備等の遅れが、プロジェクト活動全体の遅

れを招いている。 

④ 中央研修講師・地方研修講師の離職 

プロジェクトの計画段階では、中央、地方研修講師共に、プロジェクト期間中、継続

してその役割を担うことを想定していたが、実際にはプロジェクトを離れた研修講師も

おり、技術移転の進捗や成果の発現に影響を及ぼした。 
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第５章 提言と教訓 
 

５－１ 提 言 

 一連のプロジェクト評価活動に基づいて、調査団は以下の提言と教訓を取りまとめた。 

 

 （1）短期的提言（プロジェクト終了までに取られるべき措置） 

1）Districtレベルでの実施体制の強化 

プロジェクトは地方研修の運営をより効果的で効率的にするために、Districtレベルでの現

職教員研修委員会の設置を試みている。委員会の設置を現実的なものとするためには、まず

は、委員会のメンバー構成とその役割を明らかにし、それらを関係者で共有することが求め

られる。（提言先：プロジェクト） 

2）地方研修実施後のフォローアップ/モニタリングの強化 

フォローアップ/モニタリングを強化するためには、フォローアップ/モニタリング活動に

おけるDEO、視学官、及び校長の連携が不可欠である。第3回現職教員研修実施前に開催さ

れる次回現職教員研修運営ワークショップのテーマの一つとしてフォローアップ/モニタリ

ングに関する事項を加えることは、関係者がDistrictレベルでの効果的な活動について検討し、

協力関係を強化する良い機会となる。（提言先：プロジェクト） 

3）地方研修講師間でのネットワークの構築 

地方研修講師のネットワークは講師間の情報共有や学びあい、地方研修講師主導の地方レ

ベルでの活動の企画などを促す。終了時評価時点では講師間の公式なネットワークは構築さ

れておらず、個人的に連絡を取り合って情報共有している状況であった。ネットワーク構築

の第一歩として、第3回中央研修時に地方研修講師のリストを作成し、講師に配布すること

が奨励される。リストには所属先や担当科目のみならず、得意分野や連絡可能性など、幅広

い情報が含まれることが望ましい。（提言先：プロジェクト） 

4）第3回中央・地方研修でのASEI-PDSIの復習 

教員がASEI-PDSIを十分に理解し、教室で適切に実践できるようになるには更なる努力が

必要であり、第3回中央・地方研修において、ASEI-PDSIを復習するためのセッションを設け

ることが望ましい。復習のためのセッションは、アイスブレーキング的な簡単なアクティビ

ティでも効果をもたらす。（提言先：プロジェクト） 

5）理数科教員を対象とした現職教員研修のプロジェクト終了後の詳細な実施運営計画の策定 

TSTは中等理数科現職教員研修実施のための予算を2012年度分まで確保しており、さらに

第4回現職教員研修実施に向けての大まかなアクションプランも策定している。こうしたア

クションプランを、教員サービス委員会独自の力で実施に移すことを助長するために、プロ

ジェクト終了時までにアクションプランを更に詳細化した具体的な実施運営計画を策定す

ることが望まれる。（提言先：教員サービス委員会） 

 

 （2）中長期的提言（プロジェクト終了後に取られるべき措置） 

1）持続可能な現職教員研修実施体制の構築とその認証 

プロジェクトはケニアSMASSEをモデルにルワンダの現職教員研修実施体制の構築を試み

てきた。今後は、構築されつつある実施体制の機能を検証し、その問題点を明らかにし、ル
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ワンダの状況より一層に適した実施体制に更新していくことが必要とされる。KIEや視学官

事務所（General Inspectorate of Education：GIE）、国家カリキュラム開発センター（National 

Curriculum Development Centre：NCDC）、DEOなどの関連組織/機関の現職教員研修実施にお

ける役割と責任を明確にして、これらの組織/機関との連携を強めていくこと、またこれらの

組織/機関を巻き込んでいくことが重要である。（提言先：教員サービス委員会） 

さらに、ルワンダの状況に適した現職教員研修の実施体制が確立した際には、教育省の認

証を得ることが求められる。認証を得ることで、実施体制が他教科にも適用されるであろう。

（提言先：教育省） 

2）研修対象となる教員・スケジュール・トピックの再検討 

評価調査期間中、A2教員に対する現職教員研修の適切性や研修時期の不都合さが多くのイ

ンタビュー対象者から指摘された。こうした事実を考慮して、研修対象となる教員や研修の

時期、A2教員に対するトピックなどを再検討することが望ましい。（提言先：教員サービス

委員会） 

3）中等理数科教育強化研修の資格化 

ルワンダにおけるSMASSE研修の認知度を高めるためには、研修の修了を昇給の基準の一

つとして取り入れる、あるいは遠隔教育の単位として認めるなど、SMASSE研修をルワンダ

の教員資格制度の中に位置づける可能性について検討することが求められる。資格制度の中

で認められるには、現行のSMASSEのプログラムや制度そのものについても、ルワンダの教

員資格制度と合致するよう、改善していく必要があるだろう。（提言先：教育省） 

4）ルワンダの状況に沿った形での評価ツールの改良 

プロジェクトで開発された自己評価ツールは現職教員研修の改善のために十分に活用さ

れなかった。さらに、第2回インパクト調査では、評価ツールの問題点も指摘されている。

研修の質の向上のためにより効果的に活用されるように、また教室内での変化がより正確に

確認できるように、評価ツールをルワンダの状況に沿った形で改良していくことが望ましい。

（提言先：教員サービス委員会） 

 

５－２ 教 訓 

 （1）理数科教育強化（SMASE）アフリカ域内ネットワークとの密接な関係 

プロジェクトはSMASE-WECSAからの効果的な支援を得てきた。モジュールの策定におい

てはSMASE-WECSAによる監修を受けており、またSMASE-WECSAからの短期専門家の配置

もあった。こうした技術支援が活動の円滑な実施、更にはプロジェクトの費用対効果に貢献

した。 

 

 （2）第三国研修への参加 

プロジェクトはほぼすべての中央研修講師を第三国研修に派遣した。これらの研修は講師

の能力を強化するのみならず、彼らのモチベーションを高めた。さらに、これらの研修では、

ルワンダSMASSEの経験を他の参加者に紹介する機会が多くあり、こうした経験を通じて、中

央研修講師のプロジェクトに対するオーナーシップも高まった。 
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 （3）適切なトピックの選択 

プロジェクトはベースライン調査を実施して、調査結果を基に研修のトピックを選択した。

さらに、研修のトピックは実践的なものであり、理数科教員のニーズと合致していた。適切

なトピックの選択は、参加者の関心とモチベーションの向上につながる。 

 

 



付 属 資 料 

 

１．先方政府との協議議事録（M/M） 

 

２．評価グリット（和文） 

 



















































































 

評価グリッド（和文）   
 プロジェクトの実績／実施プロセス    

評価設問 
評価項目 

大項目 小項目 
評価結果 

達成度 実 績 の 検
証 成果の達成度 現職教員研修を実施するための組

織体制が構築される。 
【指標 1-1】地方研修講師の TOR が設定され、88 名の地方研修講師が指名される。  
 地方研修講師の TOR は事前評価調査時に設定され、第１回中央研修後に研修時のパフォーマンスに基づ

いて 88 名の地方研修講師が選定された。 (第 1 回中央研修には、102 名の教員が参加した。)  
 第 2 回中央研修には、78 名の教員が参加した。このうち 10 名は新たに選定された教員であった。 
 2010 年 7 月に開催された直近の地方研修は 10 カ所の地方研修センターで 80 名の地方研修講師によっ

て実施された。しかし、80 名のうち、10 名は中央研修を一度も受講したことがない教員であった。 
【指標 1-2】8 名の中央研修講師を対象とした研修が実施された。 
 中央研修講師のための研修は、第三国研修を通じて実施された。しかし、評価時点での 8 名の中央研修講

師のうち 1 名はいずれの研修にも参加していない。 
 中央研修講師の名前と参加した研修名は以下のとおりである; 

 中央研修講師名 教科 
プロジェクト 
従事期間 

参加した研修 

1 KALISA Ndori 数学 
2008 年 10 月 ～

2009 年 1 月 
マレーシア (2008 年 1 月)、
ウガンダ WS (2008 年 8 月) 

2 MUNGARURIRE Alexis 数学 
2008 年 10 月 ～

2009 年 1 月 
ウガンダ WS (2008 年 8 月) 

3 MUYIZERE Vestine 生物 
2008 年 10 月 ～

2009 年 1 月 
マレーシア(2008 年 8 月) 

4 MUJUNI Patrick 生物 
2008 年 10 月 ～

2009 年 1 月 
なし 

5 RUBONEKA Juvénal 化学 
2008 年 10 月 ～

2009 年 1 月 
マレーシア (2008 年 8 月) 

6 MAKUZA François 化学 
2008 年 10 月 ～

2009 年 1 月 
なし 

7 BENIMANA Germaine 物理 
2008 年 10 月 ～

2009 年 8 月 

マレーシア (2008 年 8 月), 
スワジランド WS (2009 年 5
月) 

8 AKILI J Claude 物理 
2008 年 10 月 – 

現在 

マレーシア (2008 年 8 月), 
スワジランド WS (2009 年 5
月), ザンビア WS (2010 年 2
月) 

9 GATETE Francis 物理 
2009 年 2 月 – 

現在 
ウガンダ WS (2009 年 5 月) 

Administrator
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10 UWAMARIYA Eugenie 数学 
2009 年 2 月 ～ 

現在 
マレーシア (2008 年 1 月), 
ウガンダ WS (2009 年 3 月) 

11 HABIYAMBERE Ildephonse 数学 
2009 年 2 月 ～ 
2009 年 11 月 

マレーシア(2009 年 10 月) 

12 MATENDA Gustave 化学 
2009 年 2 月 ～ 

現在 
なし 

13 NIYONSABA Straton 化学 
2009 年 2 月 ～ 
2009 年 11 月 

スワジランド WS (2009 年 5
月) 

14 NSENGIMANA Théophile 生物 
2009 年 2 月 ～ 

現在 
ウガンダ WS (2009 年 3 月), 
ザンビア WS (2010 年 2 月) 

15 UWIZEYE Rosalie Peace 生物 
2009 年 2 月 ～ 

 現在 
マレーシア (2009 年 10 月), 
ウガンダ WS (2010 年 3 月) 

16
NSENGUMUREMYI Jean 
Baptiste 

化学 
2010 年 1 月 ～ 

現在 
ウガンダ WS (2010 年 3 月) 

17 MUSINGUZI Bruno 数学 
2010 年 1 月 ～ 

 現在 
ウガンダ WS (2010 年 3 月) 

 
【指標 1-3】現職教員研修の運営体制が構築される。 
 現職教員研修実施のための運営体制は構築過程にある。特に District レベルでの運営能力強化のため

に、INSET 委員会を設置する必要がある。 
 現職教員研修実施のための全体的な運営は TSC のカウンターパートが担っている。 
 教育省からの指示書に基づいて、各研修センターが研修を実施している。 

研修センターが設立される。 【指標 2-1】既存の施設を活用した中央研修センターが設立される。 
 Lycée de Kigali が中央研修センターに選定され、教育省の承認を得た。 
 プロジェクトで必要な機材が調達され、中央研修センターに機材が設置された。 
【指標 2-2】既存の施設を活用した 11 の地方研修センターが設立される。 
 11 の地方研修センター（Lycée de Kigali を含む）が選定され、教育省の承認を得た。地方研修センターに

選定された学校は次のとおりである。 
1 Lycée de Kigali 
2 Ecole des Sciences Bymana 
3 Ecole des Sciences Nyamagabe 
4 Groups Scolaire St Bernadette Save 
5 Nyagatare Secondary School 
6 Group Scolaire Kabare 
7 Groupe Scolaire St Aloys Rwamagana 
8 TTC Byumba 
9 Ecole des Science Musanze 
10 College Inyemeramihigo 
11 Group Scolaire St Jpseph Nyamasheke 

 プロジェクトで必要な機材が調達され、地方研修センターに機材が設置された。 



 

地方研修講師を対象とした中央研
修及び一般教員を対象とした地方
研修が実施及び評価される。 

【指標 3-1】88 名の地方研修講師が研修を受ける。 
 2008 年 11 月、第１回中央研修が KIE で実施され、102 名の教員が参加した。 
 2009 年 11 月、第 2 回中央研修が Lycée de Kigali で実施され、79 名の教員が参加した。このうち 10 名が

第１回中央研修に参加していない教員であった。 
 6 名の地方研修講師が、2009 年 10，11 月にケニアの CEMASTEA で ASEI-PDSI アプローチについての

研修を受けた。 
 中央研修への参加人数は明確であるが、研修による達成度を測る明確な指標は設定されていない。第 1 回

中央研修の評価報告書では、授業にアクティビティを取り入れることや生徒中心型の重要性の認識、実験
や創意工夫に対する態度、授業評価に対する態度の変化など、いくつかのプラスの変化が確認されている。 

 第 3 回中央研修は、2010 年 11 月に実施される予定である。 
  
【指標 3-2】12 種類以上の研修マニュアルと教材が開発される。 
 2010 年 8 月時点で、9 種類の研修マニュアルが開発されている。 

第１サイクル用：ゼネラルセッション（ASEI-PDSI 概論）、数学、生物、化学、物理 
第２サイクル用：数学、生物、化学、物理（各教科のマニュアルの巻頭にゼネラルセッションを含む） 

 これらのマニュアルは英語で刊行された。英語の校閲はケニア人専門家が実施した。 
 第１サイクル用マニュアルは視学官と NCDC 及び KIE の教官が監修を行った。第２サイクル用のマニュア

ルは KIE の教官が監修を行った。 
 さらに 4 種類のマニュアル（数学、生物、化学、物理（各教科のマニュアルの巻頭にゼネラルセッションを含

む）を、現在、KIE の教官による監修のもと、中央研修講師が準備している。 
 
【指標 3-3】モニタリング・評価ツールが開発され、活用される。 
 授業観察及び教員、生徒、校長用のモニタリング・評価ツール、並びに現職教員研修のための評価ツールが

開発された。前者はベースライン調査、第 1 回・第 2 回のインパクト調査で活用された。後者は第 1 回・第 2 回
の中央・地方研修で活用されたが、第 2 回中央・地方研修に関しては、評価結果の分析は行われていない。 

 
【指標 3-4】1,500 名以上の教員が研修を受ける。 
 2008 年 12 月に、理数科教員（A0-A2）のための第 1 回地方研修が 11 の地方研修センターで実施された。

参加者の総数は 1,819 名であった。地方研修センターごとの参加人数は以下のとおりであった。 
 

 学校名 対象ディストリクト 参加者数 

1 Lycée de Kigali 
Bugesera, 
Nyarugenge, Kamonyi 

126 

2 Ecole des Sciences Bymana 
Ruhango, Muhanga, 
Nyanza, Kamonyi 187 

3 Ecole des Sciences Nyamagabe 
Nyamagabe, 
Nyaruguru 

118 

4 
Groups Scolaire St Bernadette 
Save 

Huye, Gisagara 
127 



 

5 Nyagatare Secondary School Nyagatare, Gatsibo 111 

6 Group Scolaire Kabare 
Ngoma, Kirehe, 
Kayonza, Rwamagana 

174 

7 
Groupe Scolaire St Aloys 
Rwamagana 

Rwamagana, Gasabo 
Kichukiro 

131 

8 TTC Byumba 
Gicumbi, Rulindo, 
Gakenke 

215 

9 Ecole des Science Musanze 
Musanze, Burera,  
Nyabihu 

217 

10 College Inyemeramihigo 
Rubavu, Rutsiro, 
Ngorero, Nyabihu 

170 

11
Group Scolaire St Jpseph 
Nyamasheke 

Rusizi, Nyamasheke, 
Karongi 

243 

総参加者数: 1,819 
 
 2009 年 11/12 月に理数科教員（A0-A1 対象）のための第 2 回地方研修が 7 の地方研修センターで実施さ

れた。参加者の総数は 993 人であった。地方研修センターごとの参加人数は以下のとおりであった。 
 学校名 対象ディストリクト 参加者数 

1 Lycée de Kigali 
Rwamagana, 
Bugesera, Kichukiro 
Gasabo Nyarugenge,  

151 

2 Ecole des Sciences Bymana 
Gisagara, Ruhango, 
Muhanga, Kamonyi 

133 

3 Ecole des Sciences Nyamagabe 
Nyamagabe, 
Nyaruguru, Huye, 
Nyanza 

133 

4 
Groupe Scolaire St Aloys 
Rwamagana 

Gatsibo, Nyagatare, 
Kayonza, Ngoma, 
Kirehe 

131 

5 Ecole des Science Musanze 
Musanze, Burera, 
Rulindo, Gicumbi, 
Gakenke 

209 

6 College Inyemeramihigo 
Rubavu, Rutsiro, 
Ngorero, Nyabihu 

152 

7 
Group Scolaire St Jpseph 
Nyamasheke 

Rusizi, Nyamasheke, 
Karongi 

84 

Total: 993 
 * 1,450 名の理数科教員が地方研修に参加すると予想されていたが、DEO から校長への情報伝達が上手
くいっていなかったために、約 500 名の教員が研修に参加できなかった。 



 

 2010 年 7/8 月に理数科教員（A2 対象）のための第 2 回地方研修が 10 の地方研修センターで実施された。
参加者の総数は 2,560 名であった。地方研修センターごとの参加人数は以下のとおりであった。 

 学校名 対象ディストリクト 参加者数 

1 Lycée de Kigali 
Rulindo, Gicumbi, 
Burera 

291 

2 Ecole des Sciences Bymana 
Ruhango, Muhanga, 
Kamonyi 276 

3 Ecole des Sciences Nyamagabe 
Nyamagabe, 
Nyaruguru 

207 

4 
Groups Scolaire St Bernadette 
Save 

Huye, Gisagara, 
Nyanza 

220 

5 Nyagatare Secondary School Nyagatare, Gatsibo 226 
6 Group Scolaire Kabare Ngoma, Kirehe 205 

7 
Groupe Scolaire St Aloys 
Rwamagana 

Kayonza, Rwamagana, 
Bugesera, Gasabo 

229 

8 Ecole des Science Musanze 
Musanze, Gakenke,  
Nyabihu 

296 

9 College Inyemeramihigo 
Rubavu, Rutsiro, 
Ngorero 

245 

10
Group Scolaire St Jpseph 
Nyamasheke 

Rusizi, Nyamasheke, 
Karongi 

365 

総参加者数: 2,560 
 
 地方研修に参加した教員の数は明確であるが、能力の向上（達成度）を測る指標は設定されていない。第 1

回地方研修の報告書によると、授業計画の中にアクティビティを含めること、実験が重要であるとの認識、
授業計画を策定することが時間の無駄ではないという認識など、教員の態度のプラスの変化が確認されて
いる。また、生徒中心型や創意工夫の活用に対する教員の認識も改善された。 

 12 月は、全国一斉試験の採点があるため、研修に参加できない A0/A1 教員が多くいる。 
 理数科教員（A0/A1）を対象とした第 3 回地方研修が 2010 年 11 月/12 月に実施される予定である。 

現職教員研修の支援体制が強化さ
れる。 
 

【指標 4-1】ニュースレターが 3 回以上発行される。 
 ニュースレターは既に 2 回発行されている。 

 発行日 発行部数 
第 1 号ニュースレター 2009 年 3 月 5,000 
第 2 号ニュースレター 2010 年 5 月 3,000  
 ニュースレターは、主に研修やワークショップの際に、教員及びその他の関係者に配布した。 
 第 3 号ニュースレターは 2011 年 1 月に発行する予定である。 
 



 

 【指標 4-2】ステークホルダーを対象とした啓発ワークショップが開催される。 
 地方研修センターの校長及び DEO を対象とした啓発ワークショップが 2008 年 10 月 27 日、2010 年 5 月

24 日及び 7 月 22、23 日に開催された。 
 現職教員研修運営ワークショップが次表のとおり開催された。参加者には、DEO、地方研修センターの校

長、視学官などが含まれる。 
 開催日 参加者数 
第 1 回ワークショップ 2008 年 10 月 27 日 106 
第 2 回ワークショップ 2009 年 11 月 6 日 120  

プロジェクト目標の
達成度（見込み） 

現職教員研修によって中等理数科
教員の教授能力が向上する。 

【指標】プロジェクト終了時までに、Lesson Observation Instrument を用いた授業観察結果の平均値が 2.5 ポイ
ント以上となる。 
 第 2 回インパクト調査時の ASEI-PDSI 平均値は 1.8 であった。 
 ベースライン調査時から評価時点までの ASEI-PDSI 平均値の変化は次のとおり。 

 
 インタビュー調査や質問票では、すべての回答者が現職教員研修によって中等理数科教員の教授能力が

向上したと回答している。現職教員研修は、教員が、科目に関する知識を深め、また理数科の教授法を学
ぶ機会を与えた。 

 評価者の視点や観察対象となった授業など、調査の方法が、ASEI-PDSI の数値に影響を与えた可能性も
ある。 

上位目標の達成
度（見込み） 

中等理数科において学習の質が向
上する。 

【指標】生徒の態度や参加度 
 上位目標の達成度を客観的に測る指標は設定されていない。 
 中等理数科における学習の質の向上を示すいくつかの傾向がみられた。インタビュー調査や質問票では、

「生徒が授業内容により関心を示すようになった」、「授業中に積極的に質問するようになった」などの回答
が得られた。 

 第2回インパクト調査は、個別の課題よりもグループワークに時間を費やすなど、教員の説明方法に生徒が
満足していることを示している。 



 

 

投入 

長期専門家  長期専門家は以下のとおり配置された。 
名前 担当 従事期間 

高橋佳子 業務調整 2008 年 2 月 2010 年 2 月 
高橋美保 業務調整 2010 年 2 月 20011 年 1 月  

短期専門家  ケニア、ザンビア、日本から延べ 19 名の短期専門家が配置された。詳細は、付属資料 1）ミニッツの
ANNEX1(1-2)参照。 

(2010 年 8 月時点) 
研修 （本邦または第三国研修）  本邦及び第三国での研修参加は以下のとおり。 

本邦研修: 2 名（2009 年度） 
第三国研修: 計 50 名                                               (2010 年 8 月時点) 

 2010 年 11 月に 2 名が本邦研修に参加する予定である。 
機材供与  機材供与の総額は、 65,489,420RWF。詳細は、付属資料 1）ミニッツの ANNEX1(1-3)参照。 

(2010 年 8 月時点) 

日本側投入実績 

現地活動費  現地活動費の総額は、約 253,020,000RWF (42,370,000 円 *1 円=6RFW）. 
(2010 年 8 月時点) 

カウンターパート  カウンターパートの配置は、付属資料 1）ミニッツの ANNEX1（1-5）のとおり。  

プロジェクト事務所スペース  日本人専門家のための事務所は、教育省/教員サービス委員会から提供された。 
 プロジェクト事務所は Lycée de Kigali 内に設置された。 

中央研修センター及び 11 の地方研
修センター 

 Lycée de Kigali が中央研修センターに設定された。 
 11 校の既存の学校が地方研修センターに設定された。地方研修センターに選定された学校名は【指標

2-2】の項に示したとおり。 

 

ルワンダ側投入 

現地活動費（研修実施費用等）  2010 年 7 月時点までに、ルワンダ側が支出した総額は 648,560,240 RWF。 
2008 年：180,958,990 RWF (約 30,160,000 円) 
2009 年：(2008 年 7 月～2009 年 6 月): 123,540,000 RWF (約 20,590,000 円) 
2010 年：(2009 年 7 月～2010 年 6 月): 344,061,250 RWF (約 57,344,000 円) 

1-1 中央研修講師、地方研修講師
の TOR を定める。 

 中央研修講師及び地方研修講師の TOR は、計画どおり、定められた。 
 しかしながら、ルワンダ政府の政策の変更で、教授言語が英語となったため、2009 年 1 月に中央研修講師

の選定基準に英語力が加えられた。 
1-2 中央研修講師を選定・指名す
る。 

 2008 年 4 月に 8 名の中央研修講師が選定され、教育省との間で契約が結ばれた。 
 プロジェクトは、2009 年 1 月に中央研修講師を再選定し、8 名中 7 名が入れ代わった。 
 2009 年 11 月に 2 名の中央研修講師がプロジェクトを離れたため、2010 年 2 月に 2 名を新たに選考した。 

実施プロセ
スの検証 

活動の進捗 

1-3 地方研修講師を選定・指名す
る。 

 2008 年 10 月の第 1 回中央研修後に 88 名の地方研修講師が選定された。 

  
2-1 中央研修センターに必要な資
機材、教材を整備する。 

 中央研修センターへの資機材の調達には若干の遅れがあったが、2008 年 10 月までに完全に整備された。 



 

 
2-2 地方研修センターに必要な資
機材、教材を整備する。 

 11 の地方研修センターが教育省による決定を受けた。 
 地方研修センターへの資機材の調達には若干の遅れがあったが、2008 年 10 月までに完全に整備された。 

3-1 中央研修講師を対象に教材
（モニタリング・評価ツールを含む）
開発のための研修を実施する。 

 中央研修講師は、日本人専門家やケニア人専門家並びに KIE の教官などとともに実施した活動を通じて、
研修マニュアルやモニタリング・評価ツールの開発についてのノウハウを学んだ。 

 2008 年 7 月 2，3 日に、研修マニュアル開発のワークショップが日本人専門家とケニア人専門家によって実
施された。  

3-2 教授法及び学習の質に関する
ベースライン調査を実施する。 

 2008 年 5 月 12～15 日に、計画どおり、ベースライン調査が実施された。 

3-3 研修マニュアルと教材を開発
する。 

 第 1 回中央・地方研修用研修マニュアルと教材が、2008 年 11 月までに、視学官、KIE 及び NCDC の教官
の監修のもと、開発された。 

 第 2 回中央・地方研修用マニュアルと教材が、2009 年 10 月までに、KIE の教官による監修のもと開発され
た。 

 第 3 回中央・地方研修用マニュアルと教材が、現在開発されているところである。2010 年 9 月時点では、初
版の開発及びケニアCEMESTEAによる校正を終え、中央研修講師による仕上げの作業が行われていると
ころであった。 

3-4 中央研修講師及び地方研修講
師を対象とした研修を実施する。 

 SMASE-WECSA の専門家による中央研修講師と地方研修講師の双方を対象とした研修は計画どおりに
は実施されなかった。中央研修講師への研修は本邦または第三国研修を通じて実施された。 

 地方研修講師を対象とした第 1 回中央研修は、2008 年 11 月 3～12 日に、ケニア人専門家の支援を得て、
実施された。 

3-5 88 名の地方研修講師を対象
に中央研修を実施する。 

 地方研修講師を対象とした第 2 回中央研修が 2009 年 11 月 16～27 日に実施された。 
 第 3 回中央研修が 2010 年 11 月に実施される予定である。 

3-6 中央研修の評価を実施する。  第 1 回中央研修時の質問票への回答を通じて、中央研修の自己評価が実施された。 
 第 2 回中央研修に関して、参加者による質問票の回答は回収されているが、その分析はまだ終えていな

い。 
3-7 地方研修を実施する。  地方研修は以下のとおり実施された（実施される予定である）。 

 対象 期間 場所 
第 1 回地方研修 A0-A2 2008 年 12 月 8 日～17 日. 11 地方研修センター 
第 2 回地方研修 A0/A1 2009 年 11 月 30 日～12 月 10 日 7 地方研修センター 
 A2 2010 年 7 月 26 日～8 月 5 日 10 地方研修センター 
第 3 回地方研修 A0/A1 2010 年 11 月/12 月に実施予定 - 

 A2 教員を対象とした第 3 回地方研修はプロジェクト終了後の 2011 年 7 月にルワンダ側のイニシアティブで
実施される予定である。  

3-8 地方研修の評価を実施する。  第 1 回地方研修が評価され、その報告書は 2009 年 3 月に教育省に提出された。 
 第 2 回地方研修は終了したばかりで、参加者が回答した質問票に基づく評価はまだ実施されていない。  

  

3-9 教授法及び学習の質に関する
インパクト調査を実施する。 

 第 1 回インパクト調査は、2009 年 8 月 17～21 日に実施され、その報告書は 2010 年 1 月に教育省に提出
された。 

 第 2 回インパクト調査は、2010 年 6 月 8～14 日に実施された。 
 当初計画では、インパクト調査は 2010 年 4 月に 1 回だけ実施される予定であった。 



 

4-1 州及び District レベルの教育
行政官を対象とした啓発ワークショ
ップを実施する。 

 地方研修センターの校長及び DEO を対象とした啓発ワークショップが 2008 年 10 月 27 日、2010 年 5 月
24 日、並びに 2010 年 7 月 22、23 日に実施された。 

 2008 年 10 月、2010 年 7 月のワークショップは現職教員研修運営ワークショップの一部として、また 2010
年 5 月のワークショップは授業研究ワークショップの一部として実施された。 

4-2 州及び District レベルの教育
行政官を対象とした現職教員研修
運営ワークショップを実施する。 

 州及び District レベルの行政官を対象とした現職教員研修運営ワークショップが以下のとおり開催された。 
 開催日 
第 1 回ワークショップ 2008 年 10 月 27 日 
第 2 回ワークショップ 2009 年 11 月 6 日 
第 3 回ワークショップ 2010 年 7 月 22、23 日 

 第 4 回ワークショップは第 3 回中央・地方研修前に開催される予定である。 
4-3 ニュースレターを発行し、プロ
ジェクト活動を広報する。 

 第 1 号ニュースレターが 2009 年 3 月に、第 2 号ニュースレターが 2010 年 5 月に発行され、プロジェクトの
成果や活動が紹介された。 

 第 3 号ニュースレターは、プロジェクト終了時に発行される予定である。 

モニタリングの実
施状況 

モニタリングは適切に行われている
か。 

 プロジェクトの進捗を定期的に確認するためのモニタリングシステムは有していない。必要に応じて、プロジ
ェクトメンバーが集まり、活動の進捗や問題点について議論している。 

 カウンターパートは活動の進捗についての月次報告書を教員サービス委員会に提出している。 
 日本人専門家は年2回 JICA に報告書を提出しており、その中には活動の進捗やプロジェクトの達成につい

ての記載も含まれる。 
 プロジェクトの進捗を確認する運営委員会（Steering Committee）が 2009 年 7 月と 12 月に開催された。 

プロジェクトの実施体制は適切に機
能しているか。 

 プロジェクトの実施体制はある程度機能しており、関係者はそれぞれの責任を果たした。しかし、District レ
ベルでは問題も残っている。例えば、DEO から各学校の校長への情報が円滑に伝達されないこともあっ
た。 プロジェクトの実施

体制 
関係者間のコミュニケーションは適
切にとられているか。 

 プロジェクトメンバー間のコミュニケーションは適切であった。必要に応じて、電話やメール、会議を通じて、
連絡をとっている。 

実施機関やカウンターパートのプロ
ジェクトに対する認識は高いか。 

 科学と技術は国の開発の柱の一つでもあり、教育省と教員サービス委員会によるプロジェクトに対する認識
は高い。 

適切なカウンターパートが配置され
たか。 

 適切で有能なカウンターパートが配置された。プロジェクト業務のみを担うフルタイムのカウンターパートは
配置されなかったが、適切なカウンターパートが配置されるようルワンダ側は努力している。 

相手国側のオーナ
ーシップ 

予算の手当ては十分か。  研修実施にかかるコスト及びマニュアルの印刷にかかるコストは、計画どおり、ルワンダ側が負担した。 

他ドナーとの連携はあったか。重複
はないか。 

 他ドナーとの直接の連携はなかった。 
 他のプロジェクトとの重複は確認されなかった。 

他ドナーとの情報共有は行われて
いるか。 

 プロジェクトは他ドナーも参加する会合や会議の場を活用して他ドナーとの情報共有を行っている。 
 教育省による教育セクター合同レビュー会合が年に一度開催されており、この会合で各ドナーは情報共有

を行っている。 

他のプロジェクトと
の連携 

日本による他の ODA 事業との連携
はあったか。 

 プロジェクトは青年海外協力隊員を研修やワークショップに招待している。 

 



 

活動進捗を妨げる要因はあった
か。 

 教育言語の変更があり、プロジェクトはマニュアルにおいても現職教員研修においても英語を使わざるを得
なくなった。このため、プロジェクトは中央研修講師の再選定と第 1 回目の研修教材のフランス語から英語
への翻訳を行った。 

 教員のための市民教育など他の教育プログラムが、プロジェクト活動の実施を妨げる要因となった。 
 教育省内の行政手続きに時間を要することが、いくつかの活動の実施の遅れを招いた。 

阻害要因及び貢
献要因 

活動進捗に貢献する要因はあった
か。 
 

 プロジェクトメンバーの業務に対するコミットメントが活動の実施にプラスに働いた。 
 政府の理数科強化に対する意志が活動の実施を容易にした。 
 現職教員研修は教員サービス委員会の活動の一つとして認識されており、予算も確保されている。 
 プロジェクトは、SMASE-WECSA からの効果的な支援を得ている。 

中央研修講師の更なる能力強化に
つながる適切な措置をとったか。 

 授業研究ワークショップが活動に加えられ、2010 年 3 月と 5 月に開催された。これらのワークショップは中
央研修講師の ASEI-PDSI の理解と実践力を高めるのに役立った。 

 中央研修講師は、休暇期間中は現職教員研修の準備やその他の活動のために、週 2 回以上プロジェクト
業務に従事することが可能である。  

学校レベルでのフォローアップ活動
が着手されたか。 

 プロジェクトは学校レベルでのフォローアップ活動を強化するための特段の措置はとっていない。しかしなが
ら、各学校の校長が、教員が ASEI-PDSI を教室内で実践するよう促している事例がいくつか確認された。 

 地方研修講師とのインタビューでは、各学校で授業研究を導入しようとする試みが確認された。 
 インタビューでは、各教員が、以前よりも頻繁に、自らの経験を共有し、互いに質問しあっていることが確認された。 

 

中間レビュー後の
フォローアップ状
況 

現職教員に係る将来構想は検討さ
れたか。 

 教員サービス委員会は現在、教員開発及び管理（Teacher Development and Management：TDM）政策
及び教師教育、管理、専門職化（Teacher Education, Management and Professionalization：TEMP）文
書を策定しており、これらの文書には現職教員研修の将来構想や戦略が含まれる。 

 
 評価グリッド:   
 評価 5 項目      

評価項目 調査設問 評価結果 

妥当性 必要性 

プロジェクトはルワンダ側の
中等理数科教員のニーズ
に合致していたか。 

 2006 年 4 月に JICA が取りまとめた「ルワンダ中等学校における理数科教育の現状調査」では、以下の点が確認された。 
- 回答者の 98％が、現職教員研修は必要であると回答した。（＋） 
- 授業を改善する方法として、現職教員研修が特定された。（＋） 
- 教員と生徒の双方が、授業が生徒中心型でないと感じていたが、双方ともに授業中心型が生徒のモチベーションを高

めると認識していた。（＋） 
 2008 年 5 月に実施されたベースライン調査では、以下の点が明らかになった。 

- 理数科教育は、より生徒中心型となるよう強化されるべきである。（＋） 
- 教材が不足している、あるいは十分に活用されていない。このことは理数科教員にとっての主要なハンディキャップで

ある。（＋） 
 ルワンダの理数科教員は生徒中心型などの教授法の実践方法を知らなかったが、ASEI-PDSI によって、それらを実践で

きるようになった。（＋） 
 無資格の教員が多くいるが、現職教員研修は彼らの能力を高めるのに有用であった。（＋） 
 ルワンダでは 2009 年より、実技試験が導入されており、プロジェクトは生徒のニーズとも合致している。（＋） 



 

ルワンダの開発政策
（EDPRS や ESSP など）と
の整合性は有効か。 

 Vision 2020 や EDPRS 2008-2012 に基づくルワンダの経済開発政策には特段の変更はない。これらの政策文書では、
ルワンダは知識基盤の経済をめざしており、理科教育を含む教育の重要性を強調している。（＋） 

 ESSP に関しては、ESSP 2010-2015 が新たに策定された。ESSP 2006-2010 では、「現職教員研修の制度化と実施」が
明確に述べられていたが、ESSP 2010-2015 では、直接的には記載されていない。（－）しかし、教育セクターの優先分野
の一つとして「理科及び技術教育の強化」が含まれている。（＋） 優先度 

日本の援助政策・JICA 国
別事業実施計画との整合
性は有効か。 

 日本の ODA 政策や JICA の対ルワンダ援助計画に大きな変更はない。これらの文書では、「人的資源開発」、「地方開
発」及び「経済基盤整備/産業開発」を重点分野としており、本プロジェクトは「人的資源開発」に含まれる。（＋） 

 日本は、2002 年の WSSD でアフリカの理数科教育支援の強化を表明している。（＋） 
 日本は 2008 年の TICADIV で 2012 年までにアフリカで 10 万人の理数科教員に研修を実施すると表明している。（＋） 

プロジェクトのアプローチは
手段として妥当か。 

 インタビュー調査において、多くの教員が現職教員研修は有用で、能力の強化につながったと回答した。研修後、彼らは
より自信をもって、実験室を使用したり、アクティビティを授業に取り入れたりしている。このことは、現職教員研修が理数
科教育の質の改善をもたらすのに有用であったことを示している。（＋） 

 教員が ASEI-PDSI を実践することで、生徒が理数科により関心を示すことが明らかになった。（＋） 
 設備の有無やセンターへのアクセスなど、地方研修センターの選定基準は適切であった。結果として、より多くの理数科

教員が研修に参加できた。（＋） 
 A0/A1 の教員は教授法に関する知識をより必要とし、A2 の教員は教科内容と教授法の両方の知識を必要とする。A0/A1

対象と A2 対象の研修が別のトピックで実施されることがより望ましい。（－） 
 カスケード方式の研修は、より多くの教員の研修への参加を可能にした。（＋） 
 しかしながら、研修の成果が地方研修センターによって異なる可能性がある。それぞれの研修センターの成果をモニタリ

ングするシステムが必要である。（－） 

手段としての適
切性 

日本の技術の比較優位性
はあるか。 

 日本は、アフリカのみならず、アジアやラテンアメリカでも多くの理数科教育技術支援の経験を有している。これらの経験
が本プロジェクトの計画や実施において効果的に活用された。（＋） 

 SMASE-WECSA のネットワークがプロジェクトの実施において有用であった。（＋） 

有効性 
プロジェクト目
標の達成 

プロジェクト目標はどの程
度達成されたか。 

 「プロジェクトの実績」で前述したとおり、第 2 回インパクト調査時の ASEI-PDSI 値の平均は目標値に達しておらず、目標
が 2.5 であるのに対し、1.8 であった。（－） 

 しかしながら、第 2 回インパクト調査では、現職教員研修を通じた理数科教員の能力の向上も確認されている。（＋） 
－教員が実演する割合が年々減ってきている。このことは、研修が教授法にプラスのインパクトももたらしたことを示して
いる。伝統的な教授法から生徒中心型の手法に移行しつつある。 
－教員の態度が生徒により配慮するようになってきている。 
－より参加型の教授法に変わってきている。 

 調査団が授業観察を行った教員も生徒を授業に巻き込もうと試みていた。（＋） 
 インタビュー調査や質問票では、視学官や校長を含むすべての回答者が、教員の理数科教授能力が明らかに向上してい

ると回答した。例えば、教員がより自信をもって実験室を利用している、実験を教えている、創意工夫を行っている、などの
回答が得られた。（＋） 

 教員の能力の向上を測るためには、授業観察指標以外の指標も設定する必要がある。（－） 
 
 
 
 



 

アウトプットはプロジェクト目
標を達成するために十分で
あったか。 

 評価は現職教員研修をより効果的にするために実施されるものであるので、成果 3 の表現は「効果的な地方研修講師を
対象とした中央研修及び一般教員を対象とした地方研修が実施される」と解釈される。この意味で解釈すると、４つの成
果すべてが必要で、かつこれらすべてがプロジェクト目標の達成に貢献している。（＋） 

 現職教員研修によって中等理数科教員の教授能力を向上するためには、現職教員研修を実施するための組織体制を構
築し（成果１）、研修センターを設立し（成果２）、かつ現職教員研修を実施（成果３）することが不可欠である。現職教員研
修の支援体制は、現職教員研修を円滑に実施するために必要とされる。（＋） 

 現職教員研修による中等理数科教員の教授能力の向上は、教員らが研修で得た知識を実践するかどうかによって左右
される。プロジェクトは教員が ASEI-PDSI を実践することをサポートするモニタリングあるいはフォローアップのシステムの
構築を欠いている。（－） 

アウトプットからプロジェクト
目標に至るまでの外部条件
は現時点においても正しい
か。外部条件の影響があっ
たか。 

 「教育省からのプロジェクト資金が遅延なく支出される」、「プロジェクトによる研修や活動がその他の研修による干渉を受
けない」、「中央研修講師や地方研修講師が研修後に教職を離れない。」、「SMASE-WECSA が継続的に SMASSE ルワ
ンダを支援する」は、PDM 上、成果からプロジェクト目標に至る外部条件として記載されているが、これらは活動から成果
に至る外部条件である。 

 「研修を受けた教員が教職を続ける。」が成果からプロジェクト目標に至る外部条件となり得る。（－） 

 
成果とプロジェ
クト目標達成
の因果関係 

プロジェクト目標達成の阻
害・貢献要因は何か？ 

 新規に採用される教員数が多い。 （－） 
 教員の離職率が高い。 （－） 
 教材/機材/実験室の整備状況に応じて、教員自らが ASEI-PDSI の実践方法を検討する必要がある。（－） 
 技術力向上に向けてのモチベーションが高い教員がいる。（＋）  

アウトプットの
産出 

アウトプットはどの程度達成
されたか。 

 「プロジェクトの実績」で前述したとおり、成果１は十分に産出されていない。現職教員研修を実施するための組織体制
は、特に District レベルにおいて強化される必要がある。（－） 

 PDM に設定された指標によると、成果２から４は、計画どおり、産出されてきている。（＋） 
 しかしながら、成果３と４の指標は、成果の達成度を示すのに十分に明確ではない。（－） 
 インタビュー調査を通じて、現職教員研修の支援体制も更に強化する必要があることも明らかになった。（－）  

効率性 

活動とアウトプ
ット産出の因果
関係 

アウトプットを産出するため
に必要十分な活動であった
か。 

 成果 2 を産出するための活動は十分であった。（＋） 
 成果 1 に関して、現職教員研修を実施するための組織体制は中央研修講師と地方研修講師のみならず、視学官や DEO,

校長、KIE の教官などの関係者からも構成される。こうした関係者の役割を明確にすることも、活動の 1 つとして加えられ
る必要があった。（－） 

 成果 3 に関して、中央研修講師に対する研修は、彼らが ASEI-PDSI を満足に適用できるようになるには十分とは言えな
かった。中央研修講師に対する研修を補完するために、授業研究ワークショップが追加された。（－） 

 2009 年 1 月に中央研修講師が再選定されたが、その際に、教材開発のための研修など導入研修が実施されなかった。（－） 
 現職教員研修の評価は第１回中央・地方研修についてしか実施されておらず、評価ツールが現職教員研修をより効果的

にするために十分に活用されたとは言い難い。（－） 
 成果 4 について、すべての活動が計画どおり実施されており、指標も達成されたが、インタビュー調査では、支援体制を更

に強化する必要性が明らかになった。このことは、設定された活動が十分ではなかったことを意味している。（－） 
 「教育省からのプロジェクト資金が遅延なく支出される」「プロジェクトによる研修や活動がその他の研修による干渉を受け

ない」「中央研修講師や地方研修講師が研修後に教職を離れない」「SMASE-WECSA が継続的に SMASSE ルワンダを
支援する」は、PDM 上、成果からプロジェクト目標に至る外部条件として記載されているが、これらは活動から成果に至る
外部条件である。資金の支出の遅れや教育省の市民研修や英語研修による干渉が、プロジェクトのいくつかの活動の遅
れを招いた。（－） 

研修を受けた後に、プロジェクトを離れた中央研修講師や地方研修講師もいた。（－） 
プロジェクトは、研修モジュールやモニタリング・評価ツールの開発、中央研修の実施、ベースライン調査・インパクト調査の実
施において、SMASE-WECSA から効果的な支援を得た。（＋） 



 

投入のタイミン
グ・質・量 

活動を行うために過不足な
い質・量の投入が、タイミン
グよく実施されたか。 

【ルワンダ側からの投入】 
 プロジェクトは既存の学校を研修センターとして活用した。（＋） 
 すべての研修に活用されなかった地方研修センターもあった。（－） 
 中央研修講師の勤務日数が十分でなかったと回答した中央研修講師もいた。（－） 
 教員サービス委員会のカウンターパートがプロジェクトを上手く管理・調整した。（＋） 
 プロジェクト資金の投入が遅れることがあった。例えば、会計年度の変更のために、研修コストの支出が遅れ、第2回中央

研修の延期を余儀なくされた。（－） 
【日本側からの投入】 
 日本側からの投入はすべて時宜を得たものであった。（＋） 
 適切で有能は長期専門家が配置されており、プロジェクトの円滑な運営に貢献している。（＋） 
 プロジェクトは日本のみならずケニアからの短期専門家も配置した。SMASE-WECSA からの技術支援はプロジェクトの

費用対効果に貢献した。（＋） 
 プロジェクトは中央研修講師を第三国研修に送った。研修は中央研修講師の能力の強化に非常に効果的であった。（＋）

しかし、研修を受講した 6 名の中央研修講師が、既にプロジェクトを離れている。（－） 
 インタビュー調査や質問票で、ほとんどの中央研修講師が、中央研修講師用のノートパソコンの数がプロジェクト事務所

外で業務を遂行するにあたって十分でなかったと回答した。（－） 

コスト 
類似プロジェクトと比較し
て、アウトプットは投入コスト
に見合ったものか。 

 現職教員研修実施にかかるコストはルワンダ側が負担した。教育省は研修コストの基準額を定めており、プロジェクトでの
研修もこの基準額に沿って支出された。（＋） 

上位目標達成
の見込み 

上位目標は達成される見込
みか。 

 現時点において上位目標の達成度を予測することは困難であるが、生徒の態度の変化も確認された。例えば、生後が授
業中により多くの質問をするようになってきている。（＋） 

 授業でアクティビティを行うようになったため、生物により関心を抱くようになったと回答した生徒もいた。（＋） 
 上位目標の達成度を測るための客観的な指標は設定されていない。生徒の態度の変化を継続的にフォローする指標の

設定が必要である。（－） 
 教員が、継続的にASEI-PDSIを実践することを促すフォローアップシステムが十分でないことは、上位目標達成の阻害要

因となり得る。（－） 

上位目標とプロジェクト目標
は乖離していないか。 

 現職教員研修による中等理数科教員の教授能力の向上は、中等理数科における授業の質を向上する要素の一つとな
る。（＋） 

 インタビュー調査では、多くの回答者が、教員が授業に生徒を巻き込もうとすることで、生徒の学習に対するモチベーショ
ンが高まると回答した。（＋） 

上位目標とプ
ロジェクト目標
の因果関係 プロジェクト目標から上位目

標に至るまでの外部条件は
ないか。 

 「研修を受けた教員が教室で ASEI-PDSI を実践し続ける。」がプロジェクト目標から上位目標に至る外部条件となり得る。
（－） 

インパクト
（予測） 

波及効果 

上位目標以外の波及効果
はあるか。 

 教育省/教員サービス委員会は、2009 年 4 月に、新規採用教員 1,528 名に対して、プロジェクトで開発された第 1 サイク
ルのモジュールを使って、追加的な研修を実施した。（＋） 

 教育省/教員サービス委員会は、2009 年 5 月にサイエンスフェアを開催した。（＋） 
 プロジェクトによるマイナスの影響は確認されなかった。（＋） 
 第三国研修を受講した研修員の間でのカジュアルなネットワークが構築されつつある。研修員同士で連絡を取り合ってお

り、自国での経験を報告し合っている。（＋） 
 他の教科の教員も ASEI-PDSI に関心を抱き始めている。（＋）  



 

 

政策・制度面 
政策支援は協力終了後も
継続される可能性は高い
か。 

 ESSP 2010-2015 には、教育セクターの優先分野の 1 つとして、「科学と技術教育の強化」が含まれている。（＋） 
 現職教員研修の将来像は教員サービス委員会によって策定中の TDM 政策や TEMP 文書に含まれている。（＋） 
 現職教員研修や理数科教育の重要性は教育省に高く認識されている。（＋） 

研修の運営管理を担う組織
は維持されるか。 

 現職教員研修を実施するための組織能力は構築されつつあるが、それぞれの組織の役割を明確にし、組織間での連携
を強化する必要がある。（－） 

 教員サービス委員会の組織力は強化される予定である。現在承認待ちの段階にある教員サービス委員会のアクションプ
ランでは、3 名［教員研修担当 2 名（数学 1 名、科学 1 名）、及び現職教員研修担当 1 名］が理数科教員対象の現職教員
研修を担当する予定である。（＋） 

 プロジェクト終了後の具体的な現職教員研修実施計画はまだ策定されていない。（－） 
 中央研修講師やモジュールのスーパーバイザーなど契約ベースの個人が実施体制における重要な役割を担っており持

続可能な現職教員研修実施体制が構築されたとは言い難い。（－） 
 プロジェクトは教育省/教員サービス委員会に十分に認識されており、プロジェクトに対する関心も高い。（＋） 

組織・財政面 

研修の継続に必要な財源
は確保されているか。 

 中等理数科教員を対象とした現職教員研修継続のための予算は教員サービス委員会の予算で確保されている。（＋） 
 (2010～11 年: 284,500,000RWF, 2011～12 年: 298,725,000RWF, 2012～13 年: 313,664,250RWF) 

プロジェクトで開発された技
術はルワンダ側で受容され
ているか。 

 カスケード方式は、ルワンダで以前から活用されてきており、この方式での研修はルワンダで十分に認知されている。
（＋） 

 インタビュー調査/質問票では、回答者の多くが研修マニュアルは今後も継続的に教員によって活用されるであろうと回答
している。（＋） 

 効果を持続させるためには、継続的なモニタリングが不可欠である。プロジェクトで開発されたモニタリング・評価ツールは
有用であるが、ツールの問題点も明らかになってきているので、これらのツールをアップデートしていく必要がある。（＋/
－） 

 インタビュー調査を通じて、理数科教員が ASEI-PDSI を受入れ、実践しようとしていることが明らかになった。（＋） 
 機材は研修センターに提供されたが、研修センターに選定された学校は、もともと実験室を有している学校であり、プロジ

ェクトで提供された機材は、各学校が有する従来の方法で、維持管理されている。（＋） 

技術面 

研修実施に必要な技術的
な能力開発は十分に行わ
れているか。 

 中央研修講師の能力に関して、中央研修での役割を果たすにあたっては十分な能力が養われているが、マニュアル開発
能力の強化のためには更なる技術支援が必要とされる。（＋/－） 

 各地方研修センターは現職教員研修を運営する能力を有している。（＋） 

自立発展
性（見込

み） 

社会・文化・環
境面 

女性、貧困層、社会的弱者
への配慮不足により、持続
的効果を妨げる可能性はな
いか。 

 プロジェクトは全 District のすべての理数科教員を対象としているので、配慮不足によって生じる大きな問題は確認されな
かった。（＋） 

 状況は改善に向かっているものの、依然として女子生徒の理数科の能力は男子生徒の理数科の能力より低いと考えられ
ている。第 2 回インパクト調査では、回答者の 45％が「男子は女子よりも理数科に長けている」と回答した。 
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